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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第６期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

４．第７期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日)を適用しております。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） － － － 2,031,159 3,167,872 

経常利益 （千円） － － － 196,941 433,231 

当期純利益 （千円） － － － 91,421 10,042 

純資産額 （千円） － － － 1,155,679 1,823,502 

総資産額 （千円） － － － 3,100,819 4,060,809 

１株当たり純資産額 （円） － － － 77,313.30 99,926.37 

１株当たり当期純利益金額 （円） － － － 6,270.36 646.74 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

（円） － － － 5,894.00 634.36 

自己資本比率 （％） － － － 37.3 38.4 

自己資本利益率 （％） － － － 8.3 0.7 

株価収益率 （倍） － － － 165.90 445.30 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － － △67,185 47,753 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － － △676,197 △882,707 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（千円） － － － 1,157,104 200,377 

現金及び現金同等物の期末
残高 

（千円） － － － 1,051,676 424,695 

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 
－ 

（－）
－ 

（－）
－ 

（－）
91 

（－）
156 

（－） 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．第３期から第５期までの持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき子会社及び関連会社が存在しないため

記載しておりません。第６期より連結財務諸表を作成しているため、それ以降については記載しておりません。 

２．第３期及び第４期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、ストックオプションに係る新株予約権を発行しており

ますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．第３期、第４期及び第５期の１株当たり当期純利益金額については株式分割が期首に行われたものとして算出しております。 

４．第３期及び第４期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、記載しておりません。 

５．第６期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活

動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

６．臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

７．当社は平成14年７月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っております。また、平成15年11月１日付で株式１株につき２株

の株式分割を行っております。また、平成16年10月13日付で株式１株につき４株の株式分割を行っております。 

８．売上高には消費税は含まれておりません。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （千円） 541,896 604,250 1,084,891 1,724,484 2,598,901 

経常利益 （千円） 110,229 77,324 239,957 197,586 431,151 

当期純利益 （千円） 60,823 39,117 144,093 118,848 32,684 

持分法を適用した場合の投
資利益 

（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 10,000 245,000 393,750 399,480 402,790 

発行済株式総数 （株） 1,000.00 3,300.00 14,200.00 14,948.00 15,632.86 

純資産額 （千円） 84,789 513,103 1,052,797 1,183,105 1,610,753 

総資産額 （千円） 205,385 586,404 1,298,982 2,774,591 3,591,842 

１株当たり純資産額 （円） 84,789.18 155,485.90 74,140.66 79,148.09 103,108.98 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間配当額) 

（円） 
－ 

（ －）
－ 

（ －）
－ 

（ －）
－ 

（ －）
－ 

（ －） 

１株当たり当期純利益金額 （円） 60,823.59 18,744.44 10,877.47 8,151.46 2,104.90 

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額 

（円） － － 10,824.36 7,662.20 2,064.62 

自己資本比率 （％） 41.3 87.5 81.0 42.6 44.8 

自己資本利益率 （％） 112.7 13.1 18.4 10.6 2.3 

株価収益率 （倍） － － 116.76 127.58 136.8 

配当性向 （％） － － － － － 

営業活動によるキャッ 
シュ・フロー 

（千円） 25,353 △59,781 92,259 － － 

投資活動によるキャッ 
シュ・フロー 

（千円） △8,452 △89,019 △166,024 － － 

財務活動によるキャッ 
シュ・フロー 

（千円） － 388,104 392,973 － － 

現金及び現金同等物の期末
残高 

（千円） 79,517 318,820 638,029 － － 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

（人） 
27 

（ －）
40 

（ －）
53 

（ －）
78 

（ －）
107 

（ －） 



２【沿革】 

年月 事項 

平成12年４月 製造業向け業務改革コンサルティング、データ分析・整備・設計、システム開発導入運用等 

のサービスの提供を目的として、東京都港区新橋に資本金1,000万円をもってネクスジェンリサー

チアンドコンサルティング株式会社を設立 

平成13年３月 商号をネクステック株式会社に変更 

平成14年６月 ＰＬＭ領域における独自ソリューション「９Solutions（ナインソリューション）」を開発 

平成15年４月 グランドデザイン、システム開発の方法論である「NEXCHANGE（ネクスチェンジ）」を開発 

平成15年５月 データモデリングの方法論である「NEXMODELER（ネクスモデラー）」を開発 

平成15年６月 部品表（ＢＯＭ）の高速展開技術（ＮＲＢＥ法）を確立し、高速ＢＯＭエンジンを開発 

平成15年７月 日本オラクル株式会社とＰＬＭ事業協業開始 

平成15年11月 本社を東京都港区港南（現住所）に移転 

平成16年11月 ＰＬＭパッケージソフトウェア「SpeedPLMware.（スピードピーエルエムウェア）」を開発 

平成16年11月 日本アイ・ビー・エム株式会社とＰＬＭトータルソリューション提供で協業開始 

平成17年３月 東京証券取引所マザーズに株式を上場 

 平成17年５月  ネクステックシステムズ株式会社（現連結子会社）を設立  

 平成17年６月  インフォテリア株式会社と企業情報システム連携技術分野において技術提携 

平成17年８月 ラティス・テクノロジー株式会社とＰＬＭシステムにおける技術面及び営業面における協業開始 

 平成17年12月  株式会社フォー・リンク・システムズを子会社化 (現連結子会社) 

 平成18年４月  ポータル株式会社を子会社化 

 平成18年６月  ポータル株式会社を吸収合併 

平成19年３月 

  

ネクステックシステムズ株式会社の子会社となったGoldsworth Assets Ltd.並びにその子会社で

ある金河科技有限公司及び北京兆維億方科技発展有限公司を子会社化 (全て現連結子会社) 



３【事業の内容】 

事業の概況 

当社グループは、平成19年３月末日現在、当社（ネクステック㈱）及び子会社５社で構成され、製造業に特化した

ソリューションサービスとして、グランドデザインからデータマネジメント、情報（IT）システム構築（開発・導

入・運用）、教育コンテンツ販売、ソフトウェア開発・販売、ソフトウェア研究開発を行っております。 

 当社の顧客対象である製造業においては、「製品の短納期化」や「環境規制物質への対応」「コスト競争力強化」

等対処すべき課題が広がりを見せており、課題解決に向けた投資が引き続き積極的に行われております。こうした課

題の解決手法として、当社グループでは、プロダクト・ライフサイクル・マネジメント（以下、「ＰＬＭ」とい

う。）（※１）をはじめとするプロフェッショナルサービス事業を展開しております。 

 これまでの製造業界におきましては、ＥＲＰ（※２）やＳＣＭ（※３）の導入といった業務プロセスの効率化が行

われてまいりましたが、当社グループの提供するソリューションは製品の収益性の抜本的向上を目的として、製品の

ＱＣＤＥ、すなわち高品質化（Quality）、コスト競争力（Cost）、短納期開発（Delivery）、環境対応

（Environment）を包括的にマネジメントするプロダクト・イノベーション（製品改革）の実現とそれをサポートす

る情報システム構築を支援しております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、事業の種

類別セグメント情報を記載していないため、事業の明細別に記載しております。 

①グランドデザイン・サービス 

 グランドデザイン・サービスとは、製造業である顧客を取り巻く市場環境の調査・分析を行い、その結果に基づ

いて取るべき戦略や将来像を明確化し、変革実現のための課題抽出と解決実行策の策定を支援する全体構想実現の

ためのコンサルティング・サービスであります。当社が注力するＰＬＭ領域においては、当社独自のソリューショ

ンとして開発した「９Solutions（ナインソリューション）」（※４）を主軸に、グランドデザインの進め方やア

プローチ方法等を定めた方法論「NEXCHANGE（ネクスチェンジ）」に基づいて、効率的かつ実効性の高いサービス

を提供しております。 

②データマネジメント・サービス 

 データマネジメント・サービスとは、ＰＬＭを実現する上で も重要なインフラである部品表（以下、「ＢＯ

Ｍ」という。）（※５）の再構築を支援するサービスであります。当社は、データモデリングの進め方やアプロー

チ方法等を定めた方法論「NEXMODELER（ネクスモデラー）」に基づいて、製品の部品構造をどのように定義・構成

し活用すれば製品のＱＣＤＥを向上させられるのか分析し、独自開発したデータモデルのテンプレートを用いて

適な製品の構造や構成単位を定義づけてＢＯＭを構築しております。なお、このデータマネジメント・サービス

は、情報システム開発においてもマスターデータの整備につながる重要なサービスであります。 

③情報（ＩＴ）システム構築（開発・導入・運用） 

情報（ＩＴ）システム構築（開発・導入・運用）は、システム開発・導入、システム運用、パッケージ選定・導入

を通じて、顧客の変革の実現をシステム面から実現いたします。特に、ＰＬＭを実現する上で も重要なインフラ

となるＢＯＭについては、当社が開発したＮＲＢＥ法（Nextech Rapid BOM Explosion Methodology／部品表高速

展開技術）による情報システムのパフォーマンス向上（処理能力の高速化）を実現しております。 

④ソフトウェア開発、販売 

 当社独自のＰＬＭパッケージソフトウェア「SpeedPLMware. （スピードピーエルエムウェア）」及び当社子会社

の組込ソフトウェアの開発及び販売（自社による直接販売及びアライアンスパートナーを経由する間接販売）を行

っております。また、顧客が他社のソフトウェアプロダクトを購入するにあたり、当社へソフトウェアの選定・導

入まで一貫して依頼がある場合、当社が他社ソフトウェアベンダーから仕入れ、顧客への販売及び導入支援を行い

ます。なお、導入後のソフトウェアのメンテナンス及び保守も行っております。 

⑤その他 

 当社子会社にて、e-learningシステム「toremas.com」の構築・導入・販売を行っております。また、顧客がハ

ードウェアプロダクトを購入するにあたり、当社へハードウェアの選定・導入まで一貫して依頼がある場合、当社

がハードウェアベンダーから仕入れ、顧客への販売及び導入支援を行います。 

 加えて当期は、国内外における「PLM（プロダクトライフサイクル・マネジメント）ソリューション」への高いニ

ーズに応えるべく、開発リソースの安定確保による開発の内包化やコスト削減、開発スピードの加速化、ソリューシ

ョンレベルの向上等を目的に、北京兆維億方科技発展有限公司などをグループ化し、中国をはじめとするアジア展開

を本格的に開始いたしました。今後は、システム開発の拠点として体制強化を図るとともに、当社の製造業向け総合

PLMソフトウェアパッケージ「Speed PLMware®」や子会社であるフォー・リンク・システムズ取扱商品の3D-CAD教育

ツール「toremas.com」の中国語版開発及び販売展開を予定しております。 



当社グループの事業系統図は以下のとおりです。 

［事業系統図］ 

 ※１．プロダクト・ライフサイクル・マネジメント（ＰＬＭ／Product Lifecycle Management） 

 プロダクト・ライフサイクル・マネジメント（ＰＬＭ）とは、製品の企画段階から設計・開発、製造、メンテナンス、廃棄に

至るまでの製品のライフサイクル全体にわたって製品に関わる情報をＢＯＭの活用により全社的かつ部門横断的に管理する手法

であります。 

 このＰＬＭの 大の目的は、「収益の向上」です。単に業務（プロセス）の効率化やそれに伴うコストの削減に留まらず、

「収益を向上させる製品・サービスの実現」という新しい視点があります。 

 このＰＬＭの実現により、設計開発においては以下のような効果が期待できます。 

① コンカレントエンジニアリング（開発期間短縮のための同期開発）と開発のフロントローディング（製品仕様の事前検

討）の実現による製品の市場投入の短縮化 

② 開発コストの上流作り込みによる製品コストの低減 

③ コストシミュレーションの実現による売価設定と原価低減の実現 

④ 市場と顧客の製品への要求仕様とメーカーの開発仕様の同一化による、売れる製品仕様の作りこみの実現 

⑤ 標準化・モジュール化の実現 

 また、生産準備と製造においては、製品設計仕様と製造工程仕様の接続により、以下のような効果が期待できます。 

① 設計変更・仕様変更への迅速かつ柔軟な対応力強化 

② 日本の製造業の得意技である顧客とメーカーの「仕様すり合わせ」技術の実現（個別受注製品の場合、顧客要求仕様を段

階的に製品に反映させることにより、製品仕様を確定していく手法） 



 現在の製品市場環境が製品ライフサイクルの短期化にあるため、この生産準備と製造へのＰＬＭの応用は、製品の垂直立ち上

げや製品の早期切り替えも可能となり、迅速な市場変化への対応力が強化されます。 

 新たな製品の開発においても、販売実績の推移、顧客のクレーム・修理対応やメンテナンスの履歴情報などを共有・管理し

て、次の製品やサービスの企画・開発に活用されるようになります。 

 このように、ＰＬＭは、製造業に対して「売れる製品」をつくることを支援し、企業の収益の向上に大いに貢献することが期

待できます。 

※２．ＥＲＰ（Enterprise Resource Planning：企業資源計画） 

 企業全体を経営資源の有効活用の観点から統合的に管理し、経営の効率化を図るための手法であります。企業の生産計画達成

を前提に、ＢＯＭと在庫情報から発注すべき資源の量と発注時期を割り出し、在庫の圧縮と不足の解消を同時に実現するＭＲＰ

（Material Requirement Planning：資材所要量計画）に製造や物流等の管理及び経理などの機能が統合されております。 

※３．ＳＣＭ（Supply Chain Management：供給連鎖管理） 

 取引先との間の受発注、資材の調達から在庫管理、製品の配送まで、いわば事業活動の川上から川下までを総合的に管理する

ことで余分な在庫などを削減し、コストを引き下げるための手法であります。 

※４．９Solutions（ナインソリューション） 

 ９Solutionsは、製造業各社が抱える課題に対応した９つのＰＬＭアプリケーション機能と効果の新しい枠組みです。これまで

ＰＬＭの枠組みが業界でも明確でなかったために、業界に先駆けて当社が独自に開発、提唱いたしました。当社が開発するパッ

ケージアプリケーションの「SpeedPLMware.」もこの９Solutionsに従って、それぞれのWare（ウェア：アプリケーション）の開

発が行われております。９Solutionsの枠組みの概略は以下のとおりであります。 

※５．部品表（ＢＯＭ／Bills of Material） 

 部品表（ＢＯＭ）とは、品目リストと製品構成からなる製品のマスターデータであり、どのような部品や原材料がどのように

構成されているかを表すモノづくりのための 重要データであります。このＢＯＭは、業種業態、企業、工場、製品の違いなど

によってそれぞれ個別の形があり、更に製品企画、構想、開発設計、販売、購買、生産製造、メンテナンスなど製品の全ライフ

サイクルにわたって様々な特徴があります。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注）１．全ての連結子会社は特定子会社に該当しております。 

２．議決権の所有割合の（）内は、間接所有割合で内数であります。 

３．㈱フォー・リンク・システムズについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に

占める割合が10％を超えております。 

５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．当社グループは事業の種類別セグメント情報を記載しておらず、また、複数の事業部門等がありませんので連結会社における従業

員数の合計を全社として記載しております。 

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

３．従業員が当期中において65名増加しておりますが、これは業務拡大に伴う採用、並びに新たにGoldsworth Assets Ltd.、金河科技

有限公司及び北京兆維億方科技発展有限公司を連結子会社としたことによるものです。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者の総数は従業員数の100分の10未満であるため記載を省略しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．従業員が当期中において29名増加しておりますが、これは業務拡大に伴う採用によるものです。 

(3)労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容 
議決権の 

所有割合(％) 
関係内容 

ネクステックシステムズ㈱ 東京都港区 275,000
情報システムの企画、設計開発

等 
100.0 役員の兼任あり 

㈱フォー・リンク・システ

ムズ (注)３ 
東京都渋谷区 234,820

３次元CADの教育コンサルティン

グ、教育システム及びコンテン

ツの開発販売 

50.8 役員の兼任あり 

Goldsworth Assets Ltd.  

(注)２ 

イギリス領 

ケイマン島 
70,714 投資事業  

55.8 

(55.8) 
役員の兼任あり 

金河科技有限公司 

(注)２ 
中国 香港 127,508

ソフトウェア受託開発、システ

ム開発・販売  

100.0 

(100.0) 

当社製品を主に

香港を中心に販

売している。 

北京兆維億方科技発展有限

公司 (注)２ 
中国 北京 163,514

情報技術ソフトウェアの開発・

生産、コンピューターネットワ

ーク工事接続、インターネット

技術及び技術サービス、ビジネ

スコンサルティング、自社開発

製品の販売  

85.0 

(85.0) 

当社製品を主に

中国を中心に販

売している。 

主要な損益情報等 (1) 売上高 596,391千円 

  (2) 経常利益 65,850千円 

  (3) 当期純利益 75,568千円 

  (4) 純資産額 381,209千円  

  (5) 総資産額 519,764千円 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）  

全社(注.１) 156 

 合計 156 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

107 33歳 5ヶ月 1.7年 6,911,056 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当社の顧客対象である製造業においては、「製品の短納期化」や「環境規制物質への対応」「コスト競争力強化」

等対処すべき課題が広がりを見せており、課題解決に向けた投資が引き続き積極的に行われております。 

 このような旺盛な需要の下、当社グループの当期業績は、プロジェクトの大型化や既存顧客からの継続案件など受

注が非常に好調でした。この結果、売上高は3,167,872千円（前年同期比56.0％増）、営業利益438,595千円（前年同

期比120.3％増）、経常利益433,231千円（同120.0％増）と大幅に伸長いたしました。しかしながら、ソフトウェア

仮勘定評価損として当中間連結会計期間に計上した特別損失321,318千円の影響により、当期純利益は10,042千円

（同89.0％減）に留まりました。 

 加えて当連結会計年度は、国内外におけるPLM（プロダクトライフサイクル・マネジメント）をはじめとした製造

業向けソリューションサービスへの高いニーズに応えるべく、開発リソースの安定確保による開発の内包化やコスト

削減、開発スピードの加速化、ソリューションレベルの向上等を目的に、北京兆維億方科技発展有限公司などをグル

ープ化し、中国をはじめとするアジア展開を本格的に開始いたしました。今後は、システム開発の拠点として体制強

化を図るとともに、当社の製造業向け総合PLMソフトウェアパッケージ「Speed PLMware.®」や関連会社である㈱フ

ォー・リンク・システムズ取扱商品の3D-CAD教育ツール「toremas.com」の中国語版開発及び販売展開を予定してお

ります。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、業績の拡大に伴う売掛債

権の増加による支出、各種パッケージソフトウェア・ツール等の開発に注力した事による無形固定資産の増加によ

る支出に加え、事業規模の拡大に伴う事務所の拡張・移転に関する支出や連結子会社２社の獲得による支出があっ

たものの、長期・短期の借入金による資金調達を行った結果、当連結会計年度末には424,695千円(前年同期比

59.6％減)となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とその要因は以下のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果獲得したキャッシュ・フローは47,753千円(前年同期は67,185千円の資金の使用)となりまし

た。これは連結売上高の大幅な増加を反映し、売上債権の増加455,142千円(同34.8％増)があったものの、ソ

フトウェア仮勘定評価損321,318千円(前年同期は－千円)の発生や、減価償却費174,734千円(前年同期比

106.4％増)等の影響があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは882,707千円(前年同期比30.5％増)となりました。これは、

主にＰＬＭパッケージソフトウェア「Speed PLMware.®」等の開発に伴う無形固定資産の取得による支出

448,858千円(同6.7％増)や、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出326,397千円(同348.3％増)

によるものであります。 

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得したキャッシュ・フローは200,377千円(前年同期比82.7％減)となりました。これは、

主に短期借入金の純増445,310千円(前年同期は470,000千円)、長期借入金の返済による支出345,001千円(前年

同期は23,548千円)によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度の受注実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度の販売実績を事業区分別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

２． 近２連結会計年度における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次の

とおりであります。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（※）当社の事業区分である「プロフェッショナルサービス」は、グランドデザイン・サービスからデータマネジメン

ト・サービス及び情報（ＩＴ）システム構築までのサービスを統合的に提供する場合があることから、それぞれの

サービスについて生産実績、受注実績及び販売実績を明確に区分することが困難となっております。各サービスの

概略については、「３ 事業の内容 事業の概況」をご参照ください。 

事業区分別 生産高（千円） 前年同期比（％） 

プロフェッショナルサービス（※） 1,979,858 194.4 

事業区分別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％）

プロフェッショナルサービス（※） 4,421,442 219.7 1,481,763 622.7 

事業区分別 販売高（千円） 前年同期比（％） 

プロフェッショナルサービス（※） 3,167,872 156.0 

相手先 販売高（千円） 割合（％） 

矢崎総業㈱ 436,950 21.5 

興和國際有限公司 424,989 20.9 

東芝テック㈱ 251,500 12.4 

相手先 販売高（千円） 割合（％） 

矢崎総業㈱ 1,444,627 45.6 



３【対処すべき課題】 

  今後も当社グループの顧客対象である大手製造業界は、「コスト競争力強化」「製品市場投入の迅速化」「設計と

製造のコラボレーション強化」といった課題に取り組み必要があります。それらの課題を解決するための手法として

有力とされるPLMへの投資意欲は以前旺盛な状況です。それに加え、「環境規制物質対応」や「日本版SOX法」などの

法改正をきっかけとしたBOM（部品表）の整備の需要も高まってきております。このような環境化で、当社グループ

の更なる成長を実現するため、以下の事項を課題として認識し、対応してまいります。 

(1) 優秀な人材の確保と育成 

当社グループのプロフェッショナルサービスにとって重要な経営資源は優秀な人材であります。今後、優秀

な人材の採用を積極的に進めるため、採用体制を更に強化するとともに、教育制度の拡充によって従業員の能

力向上を図ってまいります。また、当社グループとのシナジー効果が見込まれる企業に対するＭ＆Ａ等を行う

ことで人材の確保も進めていきたいと考えております。 

(2) 内部管理体制の強化とコーポレート・ガバナンスの充実 

当社グループにおきましては、今後、より一層の事業拡大を見込んでおります。そのため今後当社グループ

の事業拡大に応じた内部管理体制の強化を図るとともにコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでまいり

ます。 

(3) プロジェクト品質の向上 

当社グループの受注案件数は、年々拡大傾向にあり、プロジェクト品質管理の必要性がこれまで以上に高ま

ってきております。今後、当社グループがこれまで蓄積してきたノウハウをテンプレート群として整備し、そ

れに基づいた教育を行うとともに、品質管理チェック体制を強化することにより、プロジェクト品質の向上を

図ってまいります。 

(4) 研究開発の強化 

高品質の製品開発、更なるコスト競争力強化、短納期対応等、市場のニーズが多様化する環境下において、

ＰＬＭのニーズはますます高まっております。当社グループにおきましては、このような状況をビジネスチャ

ンスと捉え、研究開発を目的としたチームを編成し、これまで培ってきた製品情報管理を軸とするＰＬＭのノ

ウハウに基づいて、ソリューションの開発を進めてまいります。 

(5) 知的財産権管理の強化 

当社グループの競争力の源泉となるソリューションモデルや技術等の知的財産権を保護し、競合他社との差

別化を図るため、知的財産権管理の強化を図ってまいります。 



４【事業等のリスク】 

 以下において当社グループの事業展開上のリスク要因となりうる事項を記載しております。 

 また、必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資者の投資判断において重要であると考えられる事項

については、積極的に開示しております。なお当社グループは、これらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の

回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記

載事項を、慎重に検討した上で行われる必要があると考えられます。 

 また、以下の記載は当社グループの事業又は本株式への投資に関するリスクをすべて網羅するものではありませんの

で、ご注意ください。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

(1)事業の環境について 

当社グループは製造業特化型ソリューションサービス企業であります。従い、顧客である製造業の市場環境変

化等により事業及び設備への投資が消極化された場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

また、当社グループは常に顧客の課題解決に向けた手法を研究し、サービスの高付加価値化及び差別化を図っ

ておりますが、当社の代表的なソリューションであるＰＬＭ（プロダクト・ライフサイクル・マネジメント）に

代わり新しい課題解決手法が開発される等により、ＰＬＭの国内外における今後の市場拡大に影響が出た場合、

当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

(2)事業の内容について 

① 近の経営成績について 

当社グループの当連結会計年度及び提出会社の 近５事業年度の経営の概況を参考までに掲げると以下のとお

りであります。 

 （注）１．当社グループは第６期が連結財務諸表の作成初年度であるため、第５期までの連結会計年度に係る主要な経

営指標等の推移については記載しておりません。 

２．第３期以降の財務諸表及び連結財務諸表に関しては、証券取引法第193条の２の規定に基づき、三優監査法

人の監査を受けております。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

連結ベース             

売上高 （千円） － － － 2,031,159 3,167,872 

経常利益 （千円） － － － 196,941 433,231 

当期純利益 （千円） － － － 91,421 10,042 

総資産額 （千円） － － － 3,100,819 4,060,809 

純資産額 （千円） － － － 1,155,679 1,823,502 

提出会社 単体             

売上高 （千円） 541,896 604,250 1,084,891 1,724,484 2,598,901 

経常利益 （千円） 110,229 77,324 239,957 197,586 431,151 

当期純利益 （千円） 60,823 39,117 144,093 118,848 32,684 

総資産額 （千円） 205,385 586,404 1,298,982 2,774,591 3,591,842 

純資産額 （千円） 84,789 513,103 1,052,797 1,183,105 1,610,753 



②業歴が浅いことについて 

当社グループは業歴が浅いことから、過年度の経営成績だけでは今後の当社グループの業績を予測する材料と

して不十分な面があると考えられます。特に、積極的なM&Aの実施により当社グループの経営環境は変化を続け

ており、今後の業績の予測が難しい状況であります。今後業績予測から実勢が大きく乖離し、当社グループの経

営方針及び事業計画等の変更を余儀なくされる可能性があり、当社グループの業績に影響を与える可能性があり

ます。 

③少数かつ大口取引先への依存について 

当社グループでは、少数の取引先に対する売上が売上高の過半を占めております。より多くの顧客からの引合

いに応じるため、人員の増強によって取引先数を増加させ、またサービスの一部を当社グループの開発・販売す

るパッケージソフトウェア等に代替させる事により、取引先当たりの人員数の減少と新たな市場の開拓を図る方

針でありますが、現状では一取引先との間で契約内容の追加変更や契約の解除が行われた場合、当社グループの

業績に影響を与える可能性があります。 

④市場販売目的のソフトウェアについて 

当社グループでは、ＰＬＭパッケージソフトウェア「SpeedPLMWare.」、３D-CAD教育ツール「toremas.com」

等を開発・販売しております。当該ソフトウェア等については、将来の受注販売見込みを合理的に見積もった上

で計上しておりますが、市場状況の急激な変化等により必ずしも将来の収益獲得に結びつかない可能性がありま

す。 

⑤契約締結について 

当社グループは、業界の慣行から内示書等によってプロジェクトを開始し、その後正式な契約を締結する場合

があります。しかしながら、 終的に当初の内示書等から契約内容が変更された場合には、 適な人的資源の配

分を行えない可能性があり、その結果、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

⑥プロジェクト管理について 

当社グループは、顧客の満足度を左右し、当社グループのブランドイメージ及び信用力に大きな影響を与える

「プロジェクト品質」を 重要の経営指標とし、「品質管理プログラム」を運用しております。これによりプロ

ジェクトの品質を維持し、かつ、適正な収益を確保する仕組みを構築しております。しかしながら偶発的なトラ

ブルやその他予見不可能な事態の発生等によるリスクを完全にゼロはできないことから、結果的に「品質管理プ

ログラム」が機能せず、プロジェクトの品質が低下し採算が悪化する可能性があります。 

⑦売上計上時期について 

当社グループの請負契約に係る売上計上基準には原則として検収基準を採用しております。従って顧客の都合

や当社グループの納期遅延等により、契約上予定されていた期間内に顧客による検収を受けることができなかっ

た場合、売上計上時期にずれが生じ、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

⑧海外における事業展開について 

当社グループは当連結会計年度から現地法人３社をグループ会社化するなどアジア地域を中心とした海外での

事業展開を開始しております。将来順調にその規模が拡大してまいれば、現地での政治的・社会的混乱、税制や

規制等の制度の変更、為替相場の大幅な変動及びその他事情の変化等があった場合には、当社グループの業績に

影響を与える可能性があります。 

(3)当社の事業体制について 

①小規模組織であることについて 

当社グループは平成19年３月31日現在、従業員数156名と未だ規模が小さく、内部管理体制もこのような規模

に応じたものになっております。当社グループでは事業拡大に応じて、適切な人員の増強、より充実した社内シ

ステムの構築、内部管理体制の充実を図っておりますが、今後これらに対し適切かつ充分な組織的対応ができな

かった場合には、組織的効率が低下し、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

②人材の確保と育成について 

当社グループにおいてプロフェッショナルサービスに直接携わるスタッフは、コンサルティングファーム、メ

ーカー及びＳＩ会社等出身のエキスパートによって構成され、当社グループの事業遂行上必要不可欠な経営資源

であります。当社グループは積極的かつ継続的な採用活動及び各種教育プログラムに基づく人材育成を行いスタ



ッフの量的・質的拡充に努めておりますが、計画どおりに採用が行われなかった場合や想定どおりに人材を育

成できなかった場合、当社グループの事業拡大及び将来性に影響を与える可能性があります。 

③特定の人物への依存度について 

ネクステック株式会社代表取締役社長山田太郎は、当社グループの経営の 高責任者であり、著作活動やセミ

ナー・外部講演への出演、早稲田大学大学院（客員准教授）・東京大学大学院（非常勤講師）・北京航空航天大

学ソフトウェア学院（名誉教授）における教員としての活動等を通じて当社グループの知名度を高め、営業活動

に多大な影響を与えてまいりました。現在、業務分掌や職務権限の委譲が進んだ事で山田太郎への依存度は低下

しつつありますが、今後何らかの理由により山田太郎が当社グループの業務を継続する事が困難になった場合、

当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

④情報管理について 

当社グループの事業においては、顧客に関わるデータを取り扱うことがあり、その中には顧客の機密情報や個

人情報が含まれる場合があります。当社グループでは保有する顧客情報について厳格な管理を行っており、過去

に顧客データの漏洩が起きた事実は認識しておりません。また、これらに起因するクレームや損害賠償請求を受

けた事実もありません。 

しかしながら、今後顧客情報管理における何らかの問題が生じた場合、損害賠償責任の発生や当社グループに対

する信頼の低下等により、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

(4)Ｍ＆Ａ等の投資について 

当社グループは、持続的な成長を実現するために、シナジー効果の高い企業との資本提携やＭ＆Ａ等を積極的に

行っていく方針であります。投資先については財政状態や経営成績、事業リスクなどを慎重に検討し、総合的な判

断のもとに的確な決定を行うよう努めておりますが、投資先の財政状態や経営成績の悪化等により有価証券に評価

損が発生した場合、あるいは子会社化した会社の業績不振等が発生した場合には、当社の経営成績に影響を与える

可能性があります。 

(5)システムトラブル等の不具合について 

当社グループが提供するシステムにおいて、当社グループの責めに帰すべき事由による不具合（誤作動、バグ、

納期遅延等）が生じた場合、損害賠償責任の発生や顧客の当社グループに対する信頼を喪失することにより、当社

グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

 また、当社グループは、社内のコンピュータシステムに関して、バックアップにより災害対策を講じております

が、地震や火災等の災害、コンピュータ・ウイルス、電力供給の停止、通信障害、通信事業者に起因するサービス

の中断や停止など、現段階では予測不可能な事由によりシステムトラブルが生じた場合、当社グループの経営成績

に影響を与える可能性があります。 

(6)競合について 

当社グループは、ＰＬＭをはじめとする製造業特化型ソリューションサービスを展開しております。当社の提供

するサービスは、全社的な改革力、製造業に対する深い知識、システム化のための技術力等高度な専門化が問われ

るため、市場への新規参入は比較的難しいと考えられます。しかしながら、同サービス領域において、競争の激化

やそれに伴う価格競争が発生した場合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

(7)知的財産権について 

当社グループは、現時点において、当社グループの事業活動に影響を及ぼすような特許権、商標権その他知的財

産権が取得されているという事実は確認しておりません。また、第三者から知的財産権に関する警告を受けたり、

侵害訴訟等を提起されたことはありません。しかしながら、将来、当社グループの事業活動に関連して第三者が知

的財産権の侵害を主張し、当社グループの事業が差し止められたり、侵害賠償等金銭的な負担を余儀なくされた場

合、当社グループの経営成績に影響を与える可能性があります。 

(8)配当政策について 

当社グループは、株主への利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、今後の事業展開の拡大に備えた内

部留保の充実に努める目的から利益配当は実施しておりません。 

 今後は、財務体質を強化しつつも、経営成績及び財政状態を勘案しながら、利益成長に見合った配当を積極的に

検討していく方針であります。 



(9)新株予約権による株式希薄化について 

当社グループは、役員及び従業員の会社業績の向上に対する意欲や士気を高めることを目的として、ストック・

オプション制度を導入しております。具体的には、平成14年７月15日開催の臨時株主総会特別決議並びに平成14年

８月26日及び平成15年１月26日開催の取締役会決議と、平成15年９月30日開催の臨時株主総会特別決議及び平成16

年９月27日開催の取締役会決議と、平成17年６月29日開催の定時株主総会並びに平成17年６月29日、平成17年７月

15日及び平成18年3月20日開催の取締役会決議に基づき、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定によるストッ

ク・オプション（新株予約権）を発行しております。これらのストック・オプションが行使された場合、当社グル

ープの１株当たりの株式価値は希薄化する可能性があります。また、当社グループ株式の今後の株価動向によって

は短期的な需給バランスの変動が発生し、株価形成が影響を受ける可能性があります。また、当社グループは、今

後も有能な人材を確保することを主たる目的として、ストック・オプション等のインセンティブの付与を継続して

実施する方針であります。これらのインセンティブプランの権利行使による株式発行及び将来における追加的な発

行により、更なる株式価値の希薄化が生じる可能性があります。平成19年3月31日現在、同ストック・オプション

による潜在株式は2,061株であり、発行済株式総数15,632.86株の13.2％に相当しております。 

当該制度の内容については、「第４ 提出会社の状況 １．株式等の状況 （8）ストックオプション制度の内

容」をご覧ください。 

５【経営上の重要な契約等】 

 (1) オラクル・パートナー契約 

 (2) ＩＢＭビジネス・パートナー契約 

 (3) 当社（ネクステック株式会社）とポータル株式会社との株式交換契約 

  当社は平成18年２月８日に、ポータル株式会社と株式交換契約を締結し、平成18年４月６日に株式交換を行いまし

た。当該株式交換契約の概要及びポータル株式会社の概要については、「第５経理の状況 １連結財務諸表等（重要

な後発事象）」及び「第５経理の状況 ２財務諸表等（重要な後発事象）」の、それぞれ前連結会計年度及び前事業

年度の欄に記載しております。 

 (4) 当社（ネクステック株式会社）とポータル株式会社との合併契約 

  当社は平成18年５月22日に、当社の連結子会社であるポータル株式会社と合併契約を締結し、平成18年６月30日付

で同社を吸収合併いたしました。当該合併契約の概要及びポータル株式会社の概要については、「第５経理の状況 

１連結財務諸表等（重要な後発事象）」及び「第５経理の状況 ２財務諸表等（重要な後発事象）」の、それぞれ前

連結会計年度及び前事業年度の欄に記載しております。 

契約の名称 オラクル・パートナー契約書 

相手先名称 日本オラクル株式会社 

契約締結日 平成15年７月１日 

契約の主な内容 
日本オラクル株式会社の製品又はサービスに関するビジネスを日本国内において展開するた

めに協業するもの。 

契約期間 
契約書締結日から１年間有効とする。ただし、期間満了の30日前までにいずれかの当事者か

ら書面により異議が出されない限りさらに1年間有効とし、以後も同様とする。 

契約の名称 ＩＢＭビジネス・パートナー契約書 

相手先名称 日本アイ・ビー・エム株式会社 

契約締結日 平成16年11月30日 

契約の主な内容 
日本アイ・ビー・エム株式会社が当社をソリューション・プロバイダーとして認定し、製品

及びサービスの取り扱いを認めるもの。 

契約期間 

契約期間開始日から１年経過後の暦年末までとする。その後は、２年毎に自動的に更新される

ものとする。ただし、いずれの当事者も更新日の３ヶ月前までに書面により通知することによ

り本契約を終了させることができる。 



６【研究開発活動】 

 特記すべき事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この連結財務諸表の作成にあたっては、期末日における資産及び負債、会計期間における収益及び費用に影響を与え

るような仮定や見積りを必要とします。過去の経験及び状況下において妥当と考えられた見積りであっても、仮定あ

るいは条件の変化により、実際の結果と異なる可能性があります。 

当社の連結財務諸表に大きな影響を与える可能性がある重要な会計方針の適用における仮定や見積りには、主に次の

ようなものが考えられます。 

①ソフトウェアの会計処理について 

当社が開発するパッケージソフトウェア製品において、開発に要した外注費や労務費等を費用計上せず、投資

としてソフトウェア及びソフトウェア仮勘定に計上することがあります。その場合、パッケージソフトウェア製

品を顧客に販売することで収入を得て、中長期的に開発投資を回収しております。ソフトウェアは、当社の事業

展開のためには必要不可欠な資産であり、今後とも綿密な事業計画のもと、積極的に開発に取り組んでまいりま

す。 

しかしながら、ソフトウェア資産の回収可能性は必ずしも保証されているわけではありません。事業計画が急

変した場合には、追加的な減価償却費や損失が発生することがあります。 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高、売上総利益 

売上高は、3,167,872千円(前年同期比56.0％増)となりました。これは主として、既存顧客を中心に旺盛な需

要に応えたことによるものであります。また、㈱フォー・リンク・システムズを平成17年12月に子会社化したこ

とで、収益の規模が拡大いたしました。 

売上高の増加に応じ売上総利益は1,504,162千円(前年同期比65.9％増)となり、売上高総利益率は47.5％(同

2.9ポイント増)となりました。 

②販売費及び一般管理費、営業利益 

販売費及び一般管理費は、人員の増強、並びに㈱フォー・リンク・システムズの子会社化及びポータル㈱の子

会社化とその後の吸収合併による人件費の増加に加え、オフィスの拡張による賃貸料の増加等により1,065,566

千円(前年同期比50.6％増)となり、売上高に対する割合は33.6％となりました。この結果、営業利益は438,595

千円(同120.3％増)となっております。 

③営業外損益、経常利益 

ポータル㈱を吸収合併した事により発生した負ののれん償却等の営業外収益が14,508千円(前年同期比277.0％

増)、借入金利息等の営業外費用が19,873千円(同231.5％増)となり、この結果、経常利益は433,231千円(同

120.0％増)となっております。 

④特別損益、税金等調整前当期純利益 

回収不能と見込んでいた債権を回収した事等による貸倒引当金戻入益の発生等により、特別利益が10,343千円

(前年同期は－千円)となりました。また、ソフトウェア仮勘定に計上していた開発中のアプリケーションソフト

ウェアにつき、完成時期が延期された事等により評価損を計上し、特別損失が331,318千円(前年同期比712.4％

増)発生した結果、税金等調整前当期純利益は112,255千円(同28.1％減)となっております。 

 ⑤法人税等、少数株主損失、当期純利益 

税効果会計適用後の法人税等は68,109千円(前年同期比4.3％減)となりました。また子会社分の少数株主利益

が34,104千円(前年同期は少数株主損失6,422千円)発生しました。この結果、当期純利益は10,042千円(前年同期

比89.0％減)となっております。 



(3) 当連結会計年度末の財政状態と資金の流動性の分析 

①流動資産 

当連結会計年度末における流動資産の残高は1,869,410千円となりました。主な内容は現金及び預金425,895千

円、売掛金1,316,367千円であります。 

②固定資産 

当連結会計年度末における固定資産の残高は2,191,399千円となりました。主な内容はソフトウェア276,411千

円、ソフトウェア仮勘定348,710千円、のれん681,913千円、繰延税金資産527,474千円であります。 

③流動負債 

当連結会計年度末の流動負債の残高は1,825,788千円となりました。主な内容は買掛金186,319千円、短期借入

金1,025,000千円、１年内返済予定長期借入金244,092千円であります。 

④固定負債 

当連結会計年度末における固定負債の残高は411,518千円となりました。主な内容は長期借入金373,700千円で

あります。 

⑤純資産 

当連結会計年度末の純資産の部の合計は1,823,502千円となりました。その内訳は資本金402,790千円、資本剰

余金844,996千円及び利益剰余金319,012千円、自己株式△5,763千円、少数株主持分262,467千円であります。 

⑥キャッシュフロー分析 

「第２ 事業の状況 １．業績等の概要 （2）キャッシュ・フロー」をご参照ください。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資の総額は61,733千円であります。提出会社においては組織規模の拡大に対応するため本

社事務所の拡張・改装及び大阪オフィスの設置を行っており、設備投資額は56,495千円でした。また、子会社である

株式会社フォー・リンク・システムズにおいては設備投資額は5,237千円でした。 

 なお、当連結会計年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

（注）１.上記の金額には消費税等を含めておりません。 

２.本社建物は賃借中のものであり、設備の内容は下記のとおりであります。帳簿価額は建物附属設備について記

載しております。 

(2）国内子会社 

 （注）上記の金額には消費税等を含めておりません。 

(3）在外子会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

(2）重要な施設の除却等 

該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 

（所在地） 

事業の種類別 

セグメントの名称  
設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 

（人） 
建物 

器具及び 

備品 

ソフト 

ウェア 
合計 

本社 

（東京都港区） 

プロフェッショナル 

サービス 
オフィス設備 78,575 28,721 56,280 163,577 106 

大阪事業所  

（大阪府大阪市） 

プロフェッショナル 

サービス 
オフィス設備  7,780 2,809 － 10,590 1 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

年間賃借料 

（千円） 

本社 

（東京都港区） 
本社事務所 154,065 

大阪事業所  

（大阪府大阪市）  
大阪事務所  2,339 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
器具及び 
備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

㈱フォー・リンク・

システムズ 

本社 

(東京都渋谷区) 

プロフェッショ

ナルサービス 
オフィス設備 5,374 7,924 4,761 18,061 12 

㈱フォー・リンク・

システムズ 

 九州営業所 

(福岡県福岡市) 
同上 オフィス設備 869 4,516 － 5,385 5 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 

建物 
器具及び 
備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

金河科技有限公司 
本社 

(中国 香港) 

プロフェッショ

ナルサービス 
オフィス設備 1,725 1,139 － 2,864 3 

北京兆維億方科技発

展有限公司 

本社 

(中国 北京) 
同上 オフィス設備 － 4,844 32,815 37,659 29 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 52,800 

計 52,800 

種類 
事業年度末現在発行数(株) 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成19年６月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 15,632.86 15,652.86 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 15,632.86 15,652.86 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

    旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権（ストックオプション）は、次のと

おりであります。 

   ①平成14年７月15日臨時株主総会特別決議（平成14年８月26日取締役会決議） 

 （注）１．平成15年10月24日開催の取締役会決議に基づき、平成15年11月１日をもって１株を２株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

    ２．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

３．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げる

ものとします。 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 11（注４） 9（注４） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 88（注１．２．４） 72（注１．２．４） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,500（注１．２．３）   同左 

新株予約権の行使期間 
平成14年９月１日から 

平成19年８月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,500 

資本組入額 1,250 

（注１．２） 

  

同左 

  

新株予約権の行使の条件 

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権を取得

した場合で、取締役会で承認を得た

場合はこの限りでない。 

権利行使は、行使時において会社

が株式を証券取引所又は店頭市場に

上場している場合のみに限る。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

原則として、新株予約権の譲渡、

質入その他の処分は認めない。 

ただし、取締役会の承認を受けた

場合はこの限りではない。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



４．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

５．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

   ②平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

（注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げる

ものとします。 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 10（注３） 10（注３） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 40（注１．３） 40（注１．３） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注１．２） 同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年９月27日から平成21年９

月26日までの５年間。ただし、会社

が株式を証券取引所又は店頭市場に

上場した日から６ヶ月を経過した日

までは行使できない。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  20,000 

資本組入額 10,000 

（注１） 

  

同左 

  

新株予約権の行使の条件 

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権を取得

した場合で、取締役会で承認を得た

場合はこの限りでない。 

権利行使は、行使時において会社

が株式を証券取引所又は店頭市場に

上場している場合のみに限る。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
原則として、新株予約権の譲渡、

質入その他の処分は認めない。 
同左  

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

   ③平成15年９月30日臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

 （注）１．平成16年９月27日開催の取締役会決議に基づき、平成16年10月13日をもって１株を４株に分割いたしまし

た。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使に

より株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されています。 

２．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げる

ものとします。 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 23（注３） 22（注３） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 92（注１．３） 88（注１．３） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 20,000（注１．２）   同左 

新株予約権の行使期間 

平成16年９月27日から平成21年９

月26日までの５年間。ただし、会社

が株式を証券取引所又は店頭市場に

上場した日から１年を経過した日ま

では行使できない。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  20,000 

資本組入額 10,000 

（注１） 

  

同左 

  

新株予約権の行使の条件 

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権を取得

した場合で、取締役会で承認を得た

場合はこの限りでない。 

権利行使は、行使時において会社

が株式を証券取引所又は店頭市場に

上場している場合のみに限る。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
原則として、新株予約権の譲渡、

質入その他の処分は認めない。 
同左  

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



３．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

４．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

   ④平成17年６月29日定時主総会特別決議（平成17年６月29日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げる

ものとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 1,020（注２） 980（注２） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,020（注２） 980（注２） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注１）   同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年７月１日から平成24年６月

30日までの５年間。ただし、権利行

使期間の最終日が当社の休業日にあ

たる場合には、その前営業日を最終

日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,244,250 

資本組入額 622,125 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は認めら

れない。 

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権を取得

した場合で、取締役会で承認を得た

場合はこの限りでない。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。 
同左  

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



   ⑤平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成17年７月15日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げる

ものとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 188（注２） 184（注２） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 188（注２） 184（注２） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,244,250（注１）   同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年７月１日から平成24年６

月30日までの５年間。ただし、権利

行使期間の最終日が当社の休業日に

あたる場合には、その前営業日を最

終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,244,250 

資本組入額 622,125 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は認めら

れない。 

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権を取得

した場合で、取締役会で承認を得た

場合はこの限りでない。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。 
同左  

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



   ⑥平成17年６月29日定時株主総会特別決議（平成18年３月20日取締役会決議） 

 （注）１．時価を下回る払込金額で新株の発行又は自己株式の処分をするときは、次の算式により払込金額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切上げる

ものとします。 

２．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、取締役会決議における新株発行決議から、退職等

の理由による権利喪失者の新株予約権の数を減じております。 

３．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調

整の結果生じる１株未満の株式については、これを切捨てるものとします。 

  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 ×分割・併合の比率 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年３月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年５月31日） 

新株予約権の数（個） 633（注２） 612（注２） 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 633（注２） 612（注２） 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,157,835（注１）   同左 

新株予約権の行使期間 

平成19年７月１日から平成24年６

月30日までの５年間。ただし、権利

行使期間の最終日が当社の休業日に

あたる場合には、その前営業日を最

終日とする。 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,157,835 

資本組入額 578,918 
同左 

新株予約権の行使の条件 

各新株予約権の一部行使は認めら

れない。 

新株予約権行使時においても当社

の役員又は従業員であることを要す

る。ただし、正当な理由のある場合

並びに相続により新株予約権を取得

した場合で、取締役会で承認を得た

場合はこの限りでない。 

同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締役

会の承認を要する。 
同左  

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

        
既発行株式数 ＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金額
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前
払込金額 

× 
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．株式分割 １：５ 

２．利益処分による利益剰余金の資本組入れ 

３．株式分割 １：２ 

４．有償第三者割当増資 

発行価格  300,000円 

資本組入額 150,000円 

ウェルインベストメント㈱ 

５．有償第三者割当増資 

発行価格  300,000円 

資本組入額 150,000円 

ＳＭＢＣキャピタル㈱、他10名 

６．株式分割 １：４ 

７．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格  430,000円 

引受価額  395,600円 

発行価額  297,500円 

資本組入額 148,750円 

８．新株予約権の行使による増加 

９．ポータル㈱との株式交換(ポータル㈱の普通株式１株に対して当社の普通株式0.013株を割当)により、発行

済株式数が332.86株、資本準備金が394,106千円増加しております。なお、資本金の増加はありません。 

     10．平成19年４月１日から平成19年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が20株、資

            本金及び資本準備金がそれぞれ60千円増加しております。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金 
増減額 
（千円） 

資本金 
残高 

（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成14年７月１日 (注１) 800 1,000 ― 10,000 ― ― 

平成15年５月12日 (注２) ― 1,000 40,000 50,000 ― ― 

平成15年11月１日 (注３) 1,000 2,000 ― 50,000 ― ― 

平成16年２月１日 (注４) 200 2,200 30,000 80,000 30,000 30,000 

平成16年３月14日 (注５) 1,100 3,300 165,000 245,000 165,000 195,000 

平成16年10月13日 (注６) 9,900 13,200 ― 245,000 ― 195,000 

平成17年３月15日 (注７) 1,000 14,200 148,750 393,750 246,850 441,850 

平成17年４月１日
～平成18年３月31日 

(注８) 748 14,948 5,730 399,480 5,730 447,580 

平成18年４月６日  (注９) 332.86 15,280.86 ― 399,480 394,106 841,686 

平成18年４月１日
～平成19年３月31日 

(注８)  352 15,632.86 3,310 402,790 3,310 844,996 



(5）【所有者別状況】 

 (注) 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。 

(6）【大株主の状況】 

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況

（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の 

法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数(人) － 8 18 51 22 － 1,886 1,986  － 

所有株式数(株) － 898 232 2,575 1,495 － 10,399 15,608 24.86 

所有株式数の割合(％) － 5.75 1.49 16.50 9.58 － 66.61 100  － 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有株式 
数の割合(％) 

山田太郎  東京都大田区 3,960.00 25.33 

三菱ＵＦＪキャピタル㈱ 東京都中央区京橋２丁目14-１ 803.25 5.13 

みずほキャピタル㈱ 東京都中央区日本橋兜町４-３ 600.00 3.83 

りそなキャピタル㈱ 東京都中央区京橋１丁目３-１ 498.00 3.18 

ノーザントラストカンパニーエイブイエフシ
ーリノーザントラストガンジーアイリッシュ
クライアンツ 
(常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHARF 
LONDON E14 5NT, UK 
(東京都中央区日本橋３丁目11-１) 

395.00 2.52 

山口博之 東京都日野市 360.00 2.30 

ザバンクオブニューヨークジャスディックトリ
ーティーアカウント 
(常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行兜町証
券決済業務室） 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN  
1040 BRUSSELS, BELGUIM 
(東京都中央区日本橋兜町６番７号)

348.00 2.22 

第一生命保険相互会社 東京都中央区晴海１丁目８-12 280.00 1.79 

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口) 東京都港区浜松町２丁目11-３ 250.00 1.59 

日本証券金融㈱ 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目
２-10 

236.00 1.50 

計 － 7,730.25 49.40 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が４株含まれております。 

   また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、当社の役員及び従業員の業績向上に対す

る意欲や志気を一層高めること等を目的として、①から⑥までは旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21、⑦に

ついては会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものでありま

す。 

 当該制度の内容は以下のとおりであります。 

①平成14年７月15日 臨時株主総会特別決議（平成14年８月26日取締役会決議） 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 11 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,597 15,597 － 

端株 24.86 － － 

発行済株式総数 15,632.86 － － 

総株主の議決権 － 15,597 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数 
の合計（株） 

発行済株式総数に 
対する所有株式数 
の割合（％） 

ネクステック㈱ 
東京都港区港南 

２丁目16－１ 
11 － 11 0.07 

計 － 11 － 11 0.07 

決議年月日 平成 14年 ８月 26日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員  21 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況①」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



②平成15年９月30日 臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

③平成15年９月30日 臨時株主総会特別決議（平成16年９月27日取締役会決議） 

④平成17年６月29日 定時株主総会特別決議（平成17年６月29日取締役会決議） 

決議年月日 平成 16年 ９月 27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役  ４ 

当社監査役  １ 

当社従業員  46 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況②」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成 16年 ９月 27日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役  ４ 

当社監査役  １ 

当社従業員  39 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況③」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成 17年 ６月 29日 

付与対象者の区分及び人数（名） 

当社取締役  ４ 

当社監査役  ３ 

当社従業員  ３ 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況④」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



⑤平成17年６月29日 定時株主総会特別決議（平成17年７月15日取締役会決議） 

⑥平成17年６月29日 定時株主総会特別決議（平成18年３月20日取締役会決議） 

決議年月日 平成 17年 ７月 15日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社従業員  62 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況⑤」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

決議年月日 平成 18年 ３月 20日 

付与対象者の区分及び人数（名） 
当社取締役  ３ 

当社従業員  44 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況⑥」に記載しております。 

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 



⑦平成19年６月26日 定時株主総会特別決議 

（注）１．⑦の記載内容は、平成19年６月26日に定時株主総会にて当該新株予約権の募集要項の決定が当社取締役会に委

任されることが特別決議された時点のものであり、細目は今後開催される取締役会にて定められます。 

２．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。調整

の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとします。 

  調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

３．時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分をするとき(新株予約権の行使による場合を除く)は、次の

算式により１株当たり払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

また、株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、１円未満の端数は切り上げるも

のとします。 

決議年月日 平成 19年 ６月 26日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社及び当社関係会社の取締役、監査役、執行役員及び従業員 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数 700を上限とする(注２) 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 

以下のうち も高い金額とする。(注３) 

① 新株予約権を割り当てる日(以下、「割当日」という)の属する月の

前月の各日(取引が成立しない日を除く)の東京証券取引所における終

値の平均値に1.05を乗じた金額(１円未満の端数は切り上げる) 

② 割当日の前日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日

の終値) 

③ 500,000円 

新株予約権の行使期間 

平成21年７月１日から平成23年６月30日まで。ただし、権利行使期間の

終日が当社の休業日にあたる場合には、その前営業日を 終日とす

る。 

新株予約権の行使の条件 

①各新株予約権の一部行使は認められない。 

②新株予約権行使時においても、当社及び当社関係会社の取締役、監査

役、執行役員及び従業員の地位にあることを要す。ただし、正当な理由

のある場合並びに相続により新株予約権を習得した場合で、取締役会で

承認を得た場合はこの限りではない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。ただし、租

税特別措置法の優遇措置を受ける場合には、新株予約権を譲渡すること

ができない。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 

当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る)、吸収分割、新設

分割、株式交換又は株式移転(以下総称して「組織再編行為」という)を

する場合には、組織再編行為の効力発生の時点において権利行使してい

ない新株予約権の新株予約権者に対して、会社法第236条第１項第８号

イからホまでに掲げる株式会社の新株予約権を、当該組織再編行為の比

率に応じてそれぞれ交付するものとする。ただし、吸収合併契約、新設

合併契約、吸収分割契約、新設分割契約、株式交換契約又は株式移転計

画において、その旨を定めた場合に限り交付するものとする。 

        

既発行株式数 ＋ 

新規発行又は 
処分株式数 

× 
１株当たり払込金額 
又は処分価額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１ 

分割・併合の比率 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第220条の７第２項の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

          該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

      該当事項はありません。  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの端株の買取による株式

は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの端株の買取による株式

は含まれておりません。 

 区分 株式数（株） 
価額の総額 
（円） 

当事業年度における取得自己株式 11.01 5,763,510 

当期間における取得自己株式 0.25 56,250 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 － － － － 

保有自己株式数 11.01 － 11.26 － 



３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、創業間もないこともあり、今後の事業展開

の拡大に備えた内部留保の充実に努める目的から、当期は利益配当は実施しておりません。 

今後は、財務体質を強化しつつも、経営成績及び財政状態を勘案しながら、利益成長に見合った配当を積極的に

検討していく方針であります。 

尚、当社は「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として,中間配当を行うことができる」旨を定款に定

めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成17年３月16日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

回次 第３期 第４期 第５期 第６期 第７期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） － － 1,990,000 1,690,000 1,090,000 

最低（円） － － 1,270,000 776,000 280,000 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 424,000 449,000 429,000 425,000 402,000 364,000 

最低（円） 340,000 310,000 325,000 345,000 340,000 280,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 

執行役員社長 

ＣＥＯ 
山田 太郎 昭和42年５月12日生

平成５年５月 アンダーセンコンサルティング（現 

アクセンチュア㈱）入社 

平成６年４月 バーンジャパン㈱（現 日本インフォ

ア・グローバル・ソリューションズ

㈱）入社 

平成７年４月 プライスウォーターハウスコンサル

タント㈱（現 アイ・ビー・エムビ

ジネスコンサルティングサービス

㈱）入社 

平成12年１月 Parametric Technology 

Corporation副社長就任 

平成13年３月 当社代表取締役社長就任（現任） 

平成13年４月 東京大学大学院工学系研究科 非常

勤講師就任（現任） 

平成17年５月 執行役員社長就任（現任） 

ネクステックシステムズ㈱代表取締

役社長就任 

平成17年12月 ㈱フォー・リンク・システムズ取締

役就任 

平成18年４月 早稲田大学大学院 商学研究科ビジネ

ス専攻(早稲田大学ビジネススクー

ル)客員准教授就任（現任） 

平成18年６月 ネクステックシステムズ㈱取締役就

任（現任） 

平成18年11月 北京航空航天大学ソフトウェア学院

名誉教授就任（現任） 

平成19年４月 ネクステックウェイブ㈱取締役就任

（現任）  

(注)４ 3,960 

取締役 

執行役員常務 

ＣＴＯ 

技術研究 

開発部長 

山口 博之 昭和38年10月14日生

昭和62年４月 日本ユニバック・ソフト・エンジニ

アリング㈱（現 日本ユニシス・ソ

リューション㈱）入社 

平成４年４月 ㈱椿本チエイン入社 

平成９年１月 ㈱クラステクノロジー入社 

平成14年１月 当社入社 

平成14年４月 取締役就任（現任） 

平成14年５月 ソリューション推進（現 テクノロ 

ジー・ディベロップメント）部長就

任 

平成17年５月 執行役員就任 

ネクステックシステムズ㈱取締役就

任 

平成18年５月 執行役員常務就任（現任）  

平成18年６月 ネクステックシステムズ㈱代表取締

役就任（現任）  

平成19年５月 技術研究開発部長就任（現任）  

(注)４ 360 

取締役 
執行役員ＣＦＯ 

CFO Office室長 
斎藤 泰志 昭和47年２月４日生

平成７年４月 ㈱アプレック入社 

平成13年８月 ㈱ビジネスブレイン太田昭和入社 

平成15年７月 当社入社 経営管理部長就任 

平成16年９月 取締役就任（現任） 

平成17年５月 執行役員就任（現任） 

社長室長就任 

ネクステックシステムズ㈱取締役就

任（現任） 

平成17年12月 ㈱フォー・リンク・システムズ取締

役就任（現任）  

平成18年５月 CFO Office室長就任（現任）  

(注)４ 60  

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

取締役 － 竹内 雄司 昭和19年11月７日生

昭和38年８月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成５年１月 日本アイ・ビー・エム情報システム

㈱取締役サービス事業部長就任 

平成８年１月 日本アイ・ビー・エム㈱取締役ゼネ

ラル・ビジネス事業部長就任 

平成10年４月 ㈱アマダメトレックス（現 ㈱アマ

ダ）入社 

平成10年６月 同社取締役副社長就任 

平成11年６月 同社代表取締役社長就任 

平成12年４月 ㈱アマダ代表取締役副社長就任 

平成15年４月 ㈱ヴェロシティコンサルタンツ設立 

代表取締役就任(現任) 

平成16年１月 当社取締役就任(現任) 

平成16年２月 ダイナシステム㈱取締役就任 

平成16年３月 イーシステム㈱取締役就任 

平成18年８月 ＵＦＤホールディングス㈱（現 ㈱

ジークホールディングス）取締役就

任（現任）  

(注)４ 5 

監査役 － 濱尾 重忠 昭和19年１月１日生

昭和43年４月 イーグル工業㈱入社 

昭和60年６月 同社取締役就任 

平成元年６月 同社常務取締役就任 

平成４年６月 同社専務取締役就任 

平成７年６月 同社代表取締役副社長就任 

平成15年３月 当社常勤監査役就任（現任） 

平成17年５月 ネクステックシステムズ㈱常勤監査

役就任（現任） 

平成17年７月 ビジョンワークス㈱取締役就任（現

任） 

平成17年10月 ㈱エヌシーネットワーク監査役就任

（現任） 

平成17年12月 ㈱フォー・リンク・システムズ監査

役就任（現任） 

(注)５ 32  

監査役 － 平 田 毅 彦 昭和27年９月８日生

昭和50年４月 野村證券㈱入社 

昭和54年２月 和田会計事務所入所 

昭和56年８月 公認会計士登録 

昭和57年５月 平田会計事務所開業 所長就任 

（現任） 

  ㈱エフ・プランニング設立 代表取締 

役就任（現任） 

平成９年12月 センチュリー監査法人（現 新日本監

査法人）代表社員 

平成11年10月 ㈱ディジット（現 SBIホールディング

ス㈱）監査役就任 

平成12年３月 デジタルアーツ㈱監査役就任 

平成12年10月 ㈱テイクアンドギヴ・ニーズ監査役就

任  

平成14年５月 当社監査役就任（現任） 

平成14年９月 ㈱アガスタ監査役就任（現任） 

平成15年10月 ㈱グッドラック・コーポレーション監

査役就任（現任） 

平成16年９月 ㈱常陸台監査役就任 

平成16年10月 エグザクト㈱監査役就任（現任） 

平成17年６月 ㈱常陸台取締役会長就任（現任） 

平成18年２月 ㈱アニバーサリートラベル監査役就任

（現任）  

(注)５ 252 

 



（注）１．取締役 竹内雄司は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

    ２．当社では、業務執行の一層の迅速化及び効率化を図るため、平成17年５月16日より執行役員制度を導入してお

ります。 

     執行役員は現在７名で構成されており、取締役の兼務を除く執行役員は下記のとおりであります。 

     執行役員 ビジネス変革推進部長                 斎藤 隆弘     

     執行役員 テクノロジー・ディベロップメント部長          松永 恒 

     執行役員 アカウント・リレーションシップ・マネジメント部長   善入 正志 

     執行役員 ＣＡＯ（CAO Office 室長）               中村 洋一 

   ３．職名及び略歴に記載されている英文職名は以下の略称です。 

ＣＥＯ：Chief Executive Officer 

ＣＴＯ：Chief Technology Officer 

ＣＦＯ：Chief Financial Officer 

ＣＡＯ：Chief Administration Officer 

   ４．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から１年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時まで 

   ５．平成16年６月25日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時まで 

   ６．平成19年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結の時まで 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 

株式数 
（株） 

監査役 － 上杉 昌隆 昭和40年７月31日生

平成７年４月 弁護士登録（東京弁護士会） 

  江守・川森法律事務所入所 

平成11年４月 上杉法律事務所開設 所長就任 

平成12年９月 アムレック法律会計事務所（現 霞

が関法律会計事務所） 共同経営者

（現任） 

平成15年６月 デジタルアーツ㈱監査役就任（現

任） 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

平成17年６月 ㈱常陸台監査役就任（現任） 

平成18年６月 ㈱フォー・リンク・システムズ監査

役就任 

平成18年６月 ネクステックウェイブ㈱監査役就任

（現任） 

(注)５ － 

監査役 

(常勤) 
－  松岡 祥治郎  昭和19年９月11日生

昭和43年４月 農林中央金庫 入社 

昭和60年１月 同 ロンドン駐在員事務所長就任  

平成５年６月 同 営業第５部長就任 

平成６年６月 同 営業第３部長就任 

平成８年６月 同 国際企画部長就任 

平成10年６月 同 検査部長就任 

平成11年６月 日本信販㈱ 取締役事務システム本部

長就任 

平成12年６月 ㈱組合貿易常勤監査役就任 

平成18年12月 マルヤマエクセル㈱監査役就任(現

任) 

(注)６ － 

        計   4,669 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社では、継続的に企業価値を高めていくため、企業経営の適法性及び効率性を確保する諸施策を講じ、コン

プライアンス遵守並びに社内外に対する経営の透明性の向上を徹底し、コーポレート・ガバナンスの充実を図っ

てまいりました。 

また、各事業年度における経営方針に企業倫理の徹底を掲げ、社内に普及・浸透させるための施策を講じてお

ります。 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

当社は監査役制度採用会社であります。 

取締役会については取締役３名、社外取締役１名の合計４名で構成されております。また、業務執行の迅速化

及び効率化を目的として、執行役員制度を導入しております。 

なお、業務執行・監視の仕組みは、以下のとおりであります。 

② 機関の内容及び内部統制の状況 

ａ．取締役会によるモニタリング 

取締役会は、少なくとも毎月１回は開催され、会社法等法律並びに取締役会規程に基づく項目について

審議決定され、また報告される毎月の業務の執行の状況が審議され、もって経営の適法性、効率性に関す

る監視・監督を行っています。 

 なお、取締役会には、監査役４名も出席して積極的に議論を行うことにより、監督機能の強化を図って

おります。 

ｂ．監査役によるモニタリング 

        監査役は、取締役会等の重要な会議に出席するほか、監査法人や内部監査担当者と連携し、取締役の職

務執行に対する監査を行っております。 

ｃ．内部監査の実施 

        内部監査は、代表取締役社長ＣＥＯ直轄の内部監査担当(１名)が、各年度において決定された内部監査

計画に基づいて実施しております。内部監査報告書は代表取締役及び監査役に報告され、改善計画により

改善される仕組みになっております。 

ｄ．執行役員会議の設置 

会社の業務執行に関する重要事項を協議する機関として「執行役員会議」を設置しております。この会

議体は、取締役会によって選任された執行役員７名で構成されております。 



③ 会計監査の状況 

   当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名等は以下のとおりであります。 

  なお、当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士４名、会計士補４名、その他２名であります。 

④ 社外取締役との関係 

   当社の社外取締役の竹内雄司は、当社の株式を５株保有しております。なお、人的関係又は取引関係その他の

利害関係はありません。 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

当社のリスク管理の体制は、各プロジェクト毎にプロジェクトの推進を担うプロジェクトマネージャに加え、

プロジェクトの最高責任者であるプロジェクト担当ディレクター、プロジェクトの品質管理を担当する品質管理

担当ディレクターを配置しております。更に、マネージャ及びディレクターで構成されるマネージャミーティン

グを毎月開催し、品質管理プログラムに基づくクレームや不具合の発生防止、プロジェクト品質の向上に取り組

んでおります。 

（３）コンプライアンスへの取り組み 

当社のコンプライアンスへの取り組みとしては、当社従業員としての行動規範等を記載した「ガイドライン」

を作成、配布し、年数回行われる全社会議等において教育を徹底しております。 

なお、当該「ガイドライン」には、法規範の遵守をはじめ、守秘義務管理、利益相反の禁止、外注先との適正

取引、個人情報及びプライバシーの保護、差別の禁止、セクハラの禁止、人権の尊重、接待及び贈答の制限、イ

ンサイダー取引の禁止等について記載しております。 

（４）役員報酬の内容 

      取締役の年間報酬総額 37,855千円（内社外取締役4,500千円） 

      監査役の年間報酬総額 10,200千円 

（５）監査報酬の内容 

      公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 9,030千円 

（６）責任限定契約の概要 

当社と社外取締役は、会社法第427第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約

を締結しており、社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、同法第427条第１

項に規定する最低責任限度額を限度として、その責任を負います。 

なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意かつ重大

な過失がないときに限られます。 

業務を執行した公認会計士の氏名等 所属する監査法人 

業務執行社員 杉田 純 三優監査法人 

業務執行社員 小林 昌敏 三優監査法人 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成17

年４月１日から平成18年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の財務諸表

について、三優監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金   1,053,726     425,895  

２．売掛金   824,147     1,316,367  

３．たな卸資産   19,982     47,595  

４．繰延税金資産   29,768     －  

５．その他   62,229     101,181  

貸倒引当金   △13,440     △21,630  

流動資産合計   1,976,414 63.7   1,869,410 46.0

Ⅱ 固定資産            

１．有形固定資産            

(1）建物 79,551     119,859    

減価償却累計額 11,517 68,033   25,533 94,325  

(2）器具及び備品 60,079     89,612    

減価償却累計額 23,998 36,080   39,658 49,954  

有形固定資産合計   104,114 3.4   144,280 3.6

２．無形固定資産            

(1）ソフトウェア   267,795     276,411  

(2）ソフトウェア仮勘定   346,397     348,710  

(3）連結調整勘定   247,197     －  

(4）のれん    －     681,913  

(5）その他    3,582     24,116  

無形固定資産合計   864,973 27.9   1,331,151 32.8

３．投資その他の資産            

(1）投資有価証券   31,250     32,750  

(2）繰延税金資産   1,921     527,474  

(3）その他   178,738     160,611  

貸倒引当金   △56,592     △4,869  

投資その他の資産合計   155,317 5.0   715,966 17.6

固定資産合計   1,124,405 36.3   2,191,399 54.0

資産合計   3,100,819 100.0   4,060,809 100.0 

             
 



   
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）             

Ⅰ 流動負債             

１．買掛金    203,257   186,319 

２．短期借入金    500,000   1,025,000 

３．１年内返済予定 
  長期借入金 

※１   272,192   244,092 

４．未払法人税等    84,004   5,341 

５．繰延税金負債     －   111,731 

６．その他    144,763   253,303 

流動負債合計    1,204,217 38.8   1,825,788 45.0

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１    590,601   373,700 

２．その他    －   37,818 

固定負債合計    590,601 19.1   411,518 10.1

負債合計    1,794,818 57.9   2,237,306 55.1

              

（少数株主持分）             

少数株主持分    150,321 4.8   － －

            

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※３    399,480 12.9   － －

Ⅱ 資本剰余金    447,580 14.4   － －

Ⅲ 利益剰余金    308,619 10.0   － －

資本合計    1,155,679 37.3   － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

   3,100,819 100.0   － － 

              

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   402,790 9.9 

２．資本剰余金     － －   844,996 20.8 

３．利益剰余金     － －   319,012 7.9 

４．自己株式     － －   △5,763 △0.2 

  株主資本合計     － －   1,561,034 38.4 

Ⅱ 少数株主持分     － －   262,467 6.5 

純資産合計     － －   1,823,502 44.9 

負債純資産合計     － －   4,060,809 100.0 

               



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 2,031,159 100.0 3,167,872 100.0 

Ⅱ 売上原価 1,124,593 55.4 1,663,710 52.5

売上総利益 906,566 44.6 1,504,162 47.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ※１、２ 707,479 34.8 1,065,566 33.6

営業利益 199,087 9.8 438,595 13.9

Ⅳ 営業外収益   

１．印税収入 728 2,797   

２．助成金収入 2,321 －   

３．負ののれん償却  － 9,454   

４．その他 799 3,848 0.2 2,256 14,508 0.4

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 4,126 16,663   

２．新株発行費 807 －   

３．為替差損 1,037 －   

４．その他 23 5,995 0.3 3,209 19,873 0.6

経常利益 196,941 9.7 433,231 13.7

Ⅵ 特別利益   

  １．貸倒引当金戻入益 － 9,533   

  ２．その他 － － － 810 10,343 0.3

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※３  251 －   

２．移転関連費 ※４  7,667 －   

３．受託業務解約損 32,864 －   

４．ソフトウェア仮勘定評
価損  

－ 321,318   

５．その他  － 40,783 2.0 10,000 331,318 10.5

税金等調整前当期純利
益 

156,157 7.7 112,255 3.5

法人税、住民税及び事
業税 

94,303 1,620   

法人税等調整額 △23,145 71,158 3.5 66,488 68,109 2.1

 少数株主利益又は 
 少数株主損失（△） 

△6,422 △0.3 34,104 1.1

当期純利益 91,421 4.5 10,042 0.3

    



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  441,850

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１．増資による新株の発行  5,730 5,730

Ⅲ 資本剰余金期末残高  447,580

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  217,197

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  91,421 91,421

Ⅲ 利益剰余金期末残高  308,619

   

 
株主資本 

少数株主持分 純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
399,480 447,580 308,619 － 1,155,679 150,321 1,306,000 

当連結会計年度中の変動額              

新株の発行 3,310 3,310 － － 6,620 － 6,620 

当期純利益 － － 10,042 － 10,042 － 10,042 

自己株式の取得 － － － △5,763 △5,763 － △5,763 

株式交換 － 394,106 － － 394,106 － 394,106 

連結子会社の合併による 

増加 
－ － 350 － 350 － 350 

株主資本以外の項目の当連

結会計年度中の変動額(純

額) 

－ － － － － 112,146 112,146 

当連結会計年度中の変動額合

計（千円） 
3,310 397,416 10,393 △5,763 405,355 112,146 517,501 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
402,790 844,996 319,012 △5,763 1,561,034 262,467 1,823,502 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ 
・フロー 

   

税金等調整前当期純利益   156,157 112,255

減価償却費   84,667 174,734

連結調整勘定償却額   4,847 －

のれん償却額    － 19,388

負ののれん償却額    － △9,454

ソフトウェア仮勘定 
評価損  

  － 321,318

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  5,039 △9,533

受取利息及び受取配当金   △5 △359

支払利息   4,126 16,663

為替差益    － △7,596

移転関連費   1,520 －

固定資産除却損   251 －

受託業務解約損   32,864 －

売上債権の増加額   △337,596 △455,142

破産更生債権等の 
減少額  

  － 21,198

未収入金の増加額   － △29,943

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  27,797 △37,612

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  87,155 △32,492

未払金の増加額    4,933 8,981

前払費用の増加額    － △5,741

未払費用の増加額    － 10,962

預り金の増加額   11,865 －

未払消費税等の増減額 
（減少：△） 

  △14,379 10,016

未収消費税等の増減額 
（増加：△） 

  △19,347 17,890

その他   △4,664 17,351

小計   45,233 142,885

利息及び配当金の受取額   5 359

利息の支払額   △4,700 △15,108

法人税等の支払額   △107,722 △80,383

営業活動によるキャッシュ 
・フロー 

  △67,185 47,753

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ 
・フロー 

   

有形固定資産の取得による 
支出 

  △79,440 △72,311

無形固定資産の取得による 
支出 

  △420,691 △448,858

投資有価証券の取得による 
支出 

  △31,250 －

連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による支出 

※２  △72,810 △326,397

株式交換による子会社資金 
の受入額  

  － 5,462

敷金・保証金の支出   △76,289 △40,288

敷金・保証金の返還による 
収入 

  11,331 900

その他   △7,046 △1,215

投資活動によるキャッシュ 
・フロー 

  △676,197 △882,707

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ 
・フロー 

   

短期借入れによる収入   500,000 1,230,000

短期借入金の返済による支出   △30,000 △784,690

長期借入れによる収入   700,000 100,000

長期借入金の返済による支出   △23,548 △345,001

株式の発行による収入   10,652 5,831

自己株式の取得による支出    － △5,763

財務活動によるキャッシュ 
・フロー 

  1,157,104 200,377

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差
額 

  △74 7,596

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   413,646 △626,981

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   638,029 1,051,676

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１  1,051,676 424,695

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ２社 

連結子会社の名称 

 ネクステックシステムズ㈱ 

 ㈱フォー・リンク・システムズ 

※ネクステックシステムズ㈱については当連結会

計年度において新たに設立したことにより連結の

範囲に含めております。 

※㈱フォー・リンク・システムズについては平成

17年12月16日に株式を新規に取得して当連結会計

年度より連結子会社となっており、平成17年12月

31日をみなし取得日とし、平成18年3月31日までの

期間を連結財務諸表に含めております。 

連結子会社の数 ５社 

連結子会社の名称 

 ネクステックシステムズ㈱ 

 ㈱フォー・リンク・システムズ 

 Goldsworth Assets Ltd. 

 金河科技有限公司 

 北京兆維億方科技発展有限公司 

※Goldsworth Assets Ltd.については平成19年３

月19日に株式取得及び第三者割当増資引受により

当社の連結子会社であるネクステックシステムズ

㈱の子会社となったため、同社及び同社の子会社

である金河科技有限公司及び北京兆維億方科技発

展有限公司を当連結会計年度より連結の範囲に含

めております。 

２．持分法の適用に関する 

  事項 

非連結子会社及び関連会社がないため、該当事項

はありません。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。 

決算日が連結決算日と異なる連結子会社は次の通

りです。 

※Goldsworth Assets Ltd.については同社の事業

年度に係る財務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調

整を行っております。 

※金河科技有限公司及び北京兆維億方科技発展有

限公司については、平成19年1月31日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用し、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。  

会社名  決算日 

 Goldsworth Assets Ltd. 1月31日

 金河科技有限公司 9月30日

 北京兆維億方科技発展有限公司 12月31日

４．会計処理基準に関する事

項 

    

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

 イ 有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 イ 有価証券 

(イ)その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

(1) 商品 

総平均法による原価法を採用しております。 

(2) 仕掛品 

個別法による原価法を採用しております。 

(3) 貯蔵品 

終仕入原価法を採用しております。 

ロ たな卸資産 

(1) 商品 

同左  

(2) 仕掛品 

同左  

(3) 貯蔵品 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

イ 有形固定資産 

定率法によっております。 

イ 有形固定資産 

定率法によっております。ただし在外子会社につ

いては定額法によっております。なお、主な耐用

年数は以下のとおりであります。 

建物  8～18年 

器具及び備品 4～15年 

  ロ 無形固定資産 

定額法によっております。なお、市場販売目的の

ソフトウェアについては、見込有効期間(３年)に

おける見込販売収益に基づく償却額と販売可能な

残存有効期間に基づく均等配分額を比較しいずれ

か大きい金額を計上しております。自社利用のソ

フトウェアについては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によっております。 

ロ 無形固定資産 

定額法によっております。なお、市場販売目的の

ソフトウェア及びコンテンツについては、見込有

効期間(３年)における見込販売収益に基づく償却

額と販売可能な残存有効期間に基づく均等配分額

を比較しいずれか大きい金額を計上しておりま

す。自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。 

  ハ 長期前払費用 

当社は均等償却によっております。 

ハ 長期前払費用 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

(4) 重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

 ──────── 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会社等の資産及び

負債は連結決算日の直物為替相場により円貨に換

算しております。  

(5) 重要なリース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 

(6) 収益及び費用の計上基準 当社の収益及び費用の計上は、原則として検収基

準によっております。ただし、作業期間が６ヶ月

超、かつ、受注金額が５千万円以上で、収益及び

費用の見積りが可能なプロジェクトについては、

進行基準を採用しております。 

同左 

(7) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法によっております。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、13年間の均等償

却を行っております。 

──────── 

７．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

──────── のれん及び負ののれんは、発生年度において実質

的判断による償却期間の見積りが可能なものはそ

の見積り年数で、その他については5年間の均等償

却を行っております。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

８．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づい

て作成しております。 

──────── 

９．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資であります。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

          ─────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成

17年12月９日)を適用しております。これまでの「資本の

部」の合計に相当する金額は1,561,034千円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産

の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成しております。 

          ─────── （企業結合に係る会計基準等） 

   当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準第7号 平成17年12月27日)

並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号  終改正

平成18年12月22日)を適用しております。 

 これに伴い、連結貸借対照表上、前連結会計年度におい

て無形固定資産として区分掲記していた「連結調整勘

定」については、「のれん」とし、連結キャッシュ・フ

ロー計算書上、前連結会計年度において区分表示してい

た「連結調整勘定償却額」については、「のれん償却

額」として表示しております。 

          ─────── （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）  

   当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第19号 平成18年8月11日）

を適用しております。 

 これに伴い、前連結会計年度において営業外費用の内訳

として表示しております「新株発行費」については「株

式交付費」（当連結会計年度は788千円）とし、営業外費

用の総額の100分の10以下となったため、営業外費用の

「その他」に含めて表示することにいたしました。 

          ─────── （ストック・オプション等に関する会計基準）  

   当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17年12月27日）

及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第11号  終改正平成18年

５月31日)を適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

─────────  (連結損益計算書関係) 

１．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「助成金

収入」(当連結会計年度は78千円)は、営業外収益の総額の

100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に

含めて表示することにいたしました。  

  ２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「為替差

損」(当連結会計年度は294千円)は、営業外費用の総額の

100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」に

含めて表示することにいたしました。 

───────── (連結キャッシュ・フロー計算書関係）  

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「為替差益」

は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示しておりま

したが、金額的重要性が増したため区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「為替差益」は74千円であります。  

  ２．営業活動によるキャッシュ・フローの「破産更生債権

等の減少額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表

示しておりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記

しております。なお、前連結会計年度の「その他」に含ま

れている「破産更生債権等の増加額」は△4,644千円であ

ります。  

  ３．営業活動によるキャッシュ・フローの「前払費用の増

加額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれてい

る「前払費用の増加額」は6,719千円であります。   

  ４．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払費用の増

加額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれてい

る「未払費用の増加額」は4,866千円であります。   

  ５．営業活動によるキャッシュ・フローの「未収入金の増

加額」は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示して

おりましたが、金額的重要性が増したため区分掲記してお

ります。なお、前連結会計年度の「その他」に含まれてい

る「未収入金の増加額」は5,947千円であります。    

  ６．前連結会計年度まで区分掲記しておりました営業活動

によるキャッシュ・フローの「預り金の増加額」は金額的

重要性が乏しくなったため、「その他」に含めておりま

す。なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「預り金の増加額」は1,460千円であります。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１．日本政策投資銀行からの長期借入金71,870千円

（うち１年内返済予定長期借入金22,220千円）について

は、下記に記載するプログラム著作権等（１）について

質権、教育システム事業（２）に譲渡担保権が設定され

ております。 

※１．     ―――――――――――― 

（１）「toremas.com」に係るプログラム著作権及び同プ

ログラムの関連著作物に関する著作権 

 

 （２）「toremas.com」名にて表示されるインターネット

上のWebサイト（以下、「本件サイト」という。）

上で若しくは本件サイトを利用し、又は本件サイ

トと同一の著作物等を一部でも用いて本件サイト

外で営まれている一切の事業 

 

 ２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 ２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

 借入実行残高 500,000千円 

 差引額 2,000,000千円 

 当座貸越限度額の総額 2,500,000千円 

 借入実行残高 1,000,000千円 

 差引額 1,500,000千円 

※３．当社の発行済株式総数は、普通株式14,948株であ

ります。 

※３．          ―――――――――――― 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当            184,661千円 

役員報酬                76,761千円 

業務委託費              82,195千円 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当            309,697千円 

役員報酬               109,509千円 

賃借料                113,900千円 

のれん償却額           19,388千円 

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 

2,694千円 

※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

器具及び備品 251千円

計 251千円

※２．一般管理費に含まれる研究開発費 

231千円 

※３．    ―――――――――――― 

※４．移転関連費の内訳は次のとおりであります。 

建物除却損            1,357千円 

器具及び備品除却損         163千円 

原状回復費用           2,800千円 

引越費用             1,804千円 

賃貸借契約解約損等        1,543千円 

※４．    ―――――――――――― 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加684.86株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加352株、ポータル㈱と

の株式交換（ポータル㈱の普通株式1株に対して当社の普通株式0.013株を割当）による増加332.86株であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取によるものであります。 

２．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 

株式数(株) 
当連結会計年度 
増加株式数(株) 

当連結会計年度 
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式        

普通株式 14,948.00 684.86 － 15,632.86

合計 14,948.00 684.86 － 15,632.86

自己株式        

普通株式 － 11.01 － 11.01

合計 － 11.01 － 11.01

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,053,726千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金及び定期積金 

2,050千円

現金及び現金同等物 1,051,676千円

現金及び預金勘定 425,895千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金及び定期積金 

1,200千円

現金及び現金同等物 424,695千円

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たに㈱フォー・リンク・システム

ズを連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得のための支出(純額)との

関係は次のとおりです。 
 流動資産 476,648千円 

 固定資産 89,152千円 

 連結調整勘定 252,044千円 

 流動負債 △122,428千円 

 固定負債 △124,672千円 

 少数株主持分 △156,744千円 

 株式の取得価額 414,000千円 

 新規連結子会社の現金及び現金同等物 △341,189千円 

 差引:新規連結子会社取得のための支出 72,810千円 

※２．株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳 

 株式の取得により新たにGoldsworth Assets Ltd.とそ

の連結子会社２社を連結したことに伴う連結開始時の資

産及び負債の内訳並びに株式の取得価額と取得のための

支出(純額)との関係は次のとおりです。 

３．当連結会計年度にポータル㈱より引き継いだ資産及び

負債の主な内訳は次のとおりであります。また、合併によ

り増加した資本準備金は394,106千円であります。 

 流動資産 52,626千円 

 固定資産 52,059千円 

 のれん 454,103千円 

 流動負債 △109,261千円 

 少数株主持分 △78,041千円 

 株式の取得価額 371,486千円 

 未払額 △12,861千円 

 新規連結子会社の現金及び現金同等物 △32,227千円 

 差引:新規連結子会社取得のための支出 326,397千円 

 流動資産 102,033千円 

 固定資産 1,718千円 

  資産計 103,752千円 

 流動負債 102,215千円 

  負債計 102,215千円 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 22,859 4,300 18,559

車両 4,072 113 3,959

ソフトウェア 4,443 1,110 3,332

合計 31,375 5,524 25,851

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 44,345 11,029 33,316

車両 4,067 1,468 2,598

ソフトウェア 45,169 39,702 5,466

合計 93,581 52,200 41,381

２．未経過リース料期末残高相当額 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 5,560千円

１年超 21,096千円

合計 26,657千円

１年内 11,173千円

１年超 31,435千円

合計 42,609千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 4,111千円

減価償却費相当額 3,832千円

支払利息相当額 876千円

支払リース料 15,743千円

減価償却費相当額 10,509千円

支払利息相当額 1,664千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損失はありません。 

 (減損損失について) 

同左 



（有価証券関係） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

    該当事項はありません。 

区分 

前連結会計年度  

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度  

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額(千円) 連結貸借対照表計上額(千円) 

 その他有価証券     

    非上場株式 31,250 32,750 



（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 該当事項はありません。 

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注)１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の役員又は従業員であることを要します。また、

権利行使は、行使時において会社が株式を証券取引所又は店頭市場に上場している場合のみに限ります。 

 
平成14年ストック 

・オプション 

平成16年ストック 

・オプション① 

平成16年ストック 

・オプション② 

平成17年ストック 

・オプション① 

平成17年ストック 

・オプション② 

平成18年ストック 

・オプション 

付与対象者の 

区分及び数 
当社の従業員   21名 

当社の取締役   4名 

当社の監査役   1名 

当社の従業員  46名 

当社の取締役   4名 

当社の監査役   1名 

当社の従業員  39名 

当社の取締役   4名 

当社の監査役   3名 

当社の従業員   3名 

当社の従業員  62名 
当社の取締役   3名 

当社の従業員  44名 

ストック・オプ 

ション数(注)３ 
普通株式 536株 普通株式 656株 普通株式 536株 普通株式 1,020株 普通株式   257株 普通株式  659株 

付与日 平成14年８月26日 平成16年９月27日 平成16年９月27日 平成17年６月29日 平成17年７月15日 平成18年３月20日 

権利確定条件 (注)１ (注)１ (注)１ (注)２ (注)２ (注)２ 

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 

権利行使期間 

平成14年９月１日から 

平成19年８月31日まで 

平成16年９月27日から 

平成21年９月26日まで 

 ただし会社が株式を

証券取引所又は店頭市

場に上場した日から６

ヶ月を経過した日まで

は行使できない 

平成16年９月27日から 

平成21年９月26日まで 

 ただし会社が株式を

証券取引所又は店頭市

場に上場した日から１

年を経過した日までは

行使できない 

平成19年７月１日から 

平成24年６月30日まで 

平成19年７月１日から 

平成24年６月30日まで 

平成19年７月１日から 

平成24年６月30日まで 

 
㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第１回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第２回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第３回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第４回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第５回 

ストック・オプション

付与対象者の 

区分及び数 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役    3名 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員    8名 

その他       2名 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役    2名 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員    7名 

その他       4名 

その他       1名 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役    1名 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員    4名 

その他       2名 

ネクステック㈱ 

ストック・オプ 

ション数(注)４ 
普通株式  500株 普通株式  715株 普通株式  150株 普通株式  315株 普通株式 1,160株 

付与日 平成14年10月21日 平成15年12月26日 平成16年６月30日 平成16年６月24日 平成17年12月13日 

権利確定条件 (注)５ (注)５ 定めはありません。 (注)６ (注)７ 

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 

権利行使期間 
平成16年10月22日から 

平成21年10月21日まで 

平成16年10月22日から 

平成21年10月21日まで 

平成16年７月１日から 

平成22年６月30日まで 

平成18年７月１日から 

平成23年６月30日まで 

平成19年12月14日から 

平成23年６月30日まで 

 
㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第６回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第７回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第８回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第９回 

ストック・オプション 

付与対象者の 

区分及び数 
ネクステック㈱ 

㈱フォー・リンク・シス

テムズの取締役    2

名 

㈱フォー・リンク・シス

テムズの従業員    8

名 

ネクステック㈱ 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの取締役    1名 

㈱フォー・リンク・システ

ムズの従業員    4名 

ストック・オプ 

ション数(注)４ 
普通株式  370株 普通株式  365株 普通株式  365株 普通株式  200株 

付与日 平成17年12月13日 平成17年12月13日 平成18年7月31日 平成18年7月31日 

権利確定条件 (注)７ (注)５ (注)７ (注)５ 

対象勤務期間 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 定めはありません。 

権利行使期間 
平成19年12月14日から 

平成29年12月13日まで 

平成19年12月14日から 

平成27年12月13日まで 

平成20年６月17日から 

平成28年６月16日まで 

平成20年６月17日から 

平成28年６月16日まで 



  ２．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の役員又は従業員であることを要します。 



  ３．平成15年11月１日付株式分割(株式１株につき２株)及び平成16年10月13日付株式分割(株式１株につき４株)に

よる分割後の株式数に換算して記載しております。 

  ４．株式数に換算して記載しております。 

  ５．新株予約権の割当を受けた役員又は従業員は、権利行使時においても㈱フォー・リンク・システムズの役員又

は従業員であることを要します。 

  ６．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても㈱フォー・リンク・システムズの役員、従業員又は顧

問であることを要します。 

  ７．当社と㈱フォー・リンク・システムズとの業務提携が解消されていないことを要します。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成14年ストック 

・オプション 

平成16年ストック 

・オプション① 

平成16年ストック 

・オプション② 

平成17年ストック 

・オプション① 

平成17年ストック 

・オプション② 

平成18年ストック 

・オプション 

権利確定前（株）             

前連結会計年度末 － － － 1,020 216 659 

付与 － － － － － － 

失効 － － － － 28 26 

権利確定 － － － － － － 

未確定残 － － － 1,020 188 633 

権利確定後（株）             

前連結会計年度末             

権利確定 112 68 396 － － － 

権利行使 24 28 300 － － － 

失効 － － 4 － － － 

未行使残 88 40 92 － － － 

 
㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第１回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第２回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第３回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第４回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第５回 

ストック・オプション

権利確定前（株）           

前連結会計年度末 － － － － 1,160 

付与 － － － － － 

失効 － － － － － 

権利確定 － － － － － 

未確定残 － － － － 1,160 

権利確定後（株）           

前連結会計年度末           

権利確定 350 495 150 165 － 

権利行使 － － － － － 

失効 10 15 － － － 

未行使残 340 480 150 165 － 



② 単価情報 

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法 

 当連結会計年度における連結子会社の㈱フォー・リンク・システムズが平成18年７月31日に付与した第８回ス

トック・オプション及び第９回ストック・オプションについて、未公開企業であるため公正な評価単価を本源的

価値により算定しております。 なお、本源的価値は以下のとおりです。 

①１株当たり評価方法及び１株当たりの評価額 

ＤＣＦ法による評価額   120,000円 

②新株予約権の行使価格 120,000円 

 算定の結果、株式の評価額が新株予約権の行使時の払込金額と同額のため単位当たりの本源的価値はゼロとな

り、ストック・オプションの公正な評価単価もゼロと算定しております。 

 
㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第６回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第７回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第８回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第９回 

ストック・オプション 

権利確定前（株）         

前連結会計年度末 370 365 － － 

付与 － － 365 200 

失効 － 250 － 15 

権利確定 － － － － 

未確定残 370 115 365 185 

権利確定後（株）         

前連結会計年度末         

権利確定 － － － － 

権利行使 － － － － 

失効 － － － － 

未行使残 － － － － 

 
平成14年ストック 

・オプション 

平成16年ストック 

・オプション① 

平成16年ストック 

・オプション② 

平成17年ストック 

・オプション① 

平成17年ストック 

・オプション② 

平成18年ストック 

・オプション 

権利行使価格(円) 2,500 20,000 20,000 1,244,250 1,244,250 1,157,835 

行使時平均株価(円) 539,333 858,143 569,813 － － － 

公正な評価単価 

（付与日）(円) 
－ － － － － － 

 
㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第１回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第２回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第３回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第４回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第５回 

ストック・オプション

権利行使価格(円) 60,000 80,000 100,000 100,000 120,000 

行使時平均株価(円) － － － － － 

公正な評価単価 

（付与日）(円) 
－ － － － － 

 
㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第６回 

ストック・オプション 

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第７回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第８回 

ストック・オプション

㈱フォー・リンク・ 

システムズ 第９回 

ストック・オプション 

権利行使価格(円) 120,000 120,000 120,000 120,000 

行使時平均株価(円) － － － － 

公正な評価単価 

（付与日）(円) 
－ － － － 



（企業結合等関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────────── （パーチェス法適用関係） 

ポータル㈱との企業結合  

１ 企業結合の概要 

(1) 被取得企業の名称    ポータル㈱ 

(2) 被取得企業の事業の内容 製造業向けデータコンサルティング 

(3) 企業結合を行った主な理由 

  データクレンジング分野の強化のため 

(4) 企業結合日 

   平成18年４月６日(株式交換)、平成18年6月30日(合併) 

(5) 企業結合の法的形式 

  株式交換による完全子会社化及び当社との吸収合併 

(6) 結合後企業の名称   ネクステック㈱（存続会社） 

(7) 取得した議決権比率  100％（株式交換時） 

２ 連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  自 平成18年４月１日 至 平成18年６月29日 

３ 取得企業の取得原価及びその内訳 

 (1) 被取得企業の取得原価 395,606千円 

 (2) 取得原価の内訳 

 株式取得費用 394,106千円 

 株式取得に直接要した支出額(デューデリジェンス費用)1,500千円 

４ 交付株式の内訳 

 (1) 交換比率 普通株式 ネクステック㈱ 1：ポータル㈱ 0.013 

 (2) 算定方法 中央青山PwCコンサルティング㈱に株式交換比率の算

定を依頼し、同社から提出された参考資料に基づきポータル㈱と協

議の上、算定 

 (3) 交付株式数及びその評価額 332.86株 394,106千円 

５ 発生した負ののれんの金額等 

 (1) 負ののれんの金額 47,272千円 

 (2) 発生原因 ポータル㈱の今後の事業展開によって期待される将

来の収益力から、同社より引き継ぐ繰越欠損金から生ずる税効果

を控除したことにより発生 

 (3) 償却方法及び償却期間  負ののれんの償却については、5年

間で均等償却いたします。 

６ 企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主

な内訳 

  (平成18年６月30日現在) 

  流動資産     102,033千円 

  固定資産      1,718千円 

  資産計      103,752千円 

  流動負債     102,215千円 

  負債計      102,215千円 

７ 取得原価の配分 

繰延税金資産等の項目において、連結財務諸表作成時点におけ

る入手可能な合理的な情報等に基づき暫定的な会計処理を行っ

ているため、取得原価の配分は完了しておりません。 

   



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（流動資産）     

繰延税金資産     

  未払事業税否認 7,645 千円 

  未払事業所税否認 359 千円 

  前受金 21,972 千円 

  売掛金 6,103 千円 

繰越欠損金 32,145 千円 

    計 68,226 千円 

評価性引当額 △38,458 千円 

繰延税金資産小計 29,768 千円 

      

（固定資産）     

繰延税金資産     

  一括償却資産限度超過額 1,921 千円 

  繰越欠損金 14,901 千円 

貸倒引当金損金算入限度超過額 10,460 千円 

    計 27,283 千円 

評価性引当額 △25,362 千円 

繰延税金資産小計 1,921 千円 

繰延税金資産合計 31,689 千円 

繰延税金資産     

  未払事業税否認 1,634 千円 

  未払事業所税否認 1,175 千円 

  商品評価損 4,069 千円 

  仕掛品 128,308 千円 

  貯蔵品 514 千円 

  一括償却資産限度超過額 3,293 千円 

  ソフトウェア仮勘定評価損 130,744 千円 

繰越欠損金 455,543 千円 

貸倒引当金損金算入限度超過額  16,732 千円 

ソフトウェア 11,341 千円 

その他  7,263 千円 

    計 760,621 千円 

評価性引当額 △41,844 千円 

繰延税金資産小計 718,777 千円 

繰延税金負債     

  売掛金 △303,034 千円 

繰延税金負債合計 △303,034 千円 

繰延税金資産の純額 415,742 千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.7 ％  

（調整）     

税効果会計不適用の赤字子会社によ

る税率差異 
7.5   

連結調整勘定償却額 1.3   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
2.3   

情報通信機器の特別税額控除 △6.7   

その他 0.5   

税効果会計適用後の法人税の負担率 45.6     

法定実効税率 40.7 ％  

（調整）     

のれん償却額 7.0   

負ののれん償却額 △3.4   

交際費等永久に損金に算入されない

項目 
25.0   

繰越欠損金 △10.5   

その他 1.9   

税効果会計適用後の法人税の負担率 60.7   



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

  当社グループは製造業特化型ソリューションサービスベンダーとして、同一セグメントに属するグランドデザ

イン、データマネジメント、情報（IT）システム構築（開発・導入・運用）等のプロフェッショナルサービスを

行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日） 

  本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）海外売上高は、当社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自 平成18年４月１日

至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  香港 

Ⅰ 海外売上高  (千円) 424,989 

Ⅱ 連結売上高 (千円) 2,031,159 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上

高の割合 
(％) 20.9 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額    77,313円 30銭 

１株当たり当期純利益金額 6,270円 36銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
5,894円 00銭 

１株当たり純資産額 99,926円37銭 

１株当たり当期純利益金額 646円74銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
634円36銭 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益（千円） 91,421 10,042 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

（うち利益処分による役員賞与金）  (－)  (－) 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 91,421 10,042 

 期中平均株式数（株） 14,580 15,535 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額 （千円） － － 

（うち支払利息（税額相当額控除後））  (－)  (－) 

 普通株式増加数（株） 931 303 

（うち新株予約権）  (931)  (303) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成17年６月29日定時株主総会決

議ストック・オプション(新株予

約権の数1,895個）普通株式1,895

株 

ストック・オプション ６種類 

新株予約権の数      1,841個 

(普通株式         1,841株) 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(ポータル㈱との株式交換) 

 当社は平成18年２月８日にポータル㈱を当社の完全子会社とする

株式交換契約を締結し、平成18年４月６日に株式交換を行いまし

た。 

（1）株式交換の目的 

 当社は大手製造業の顧客のニーズに幅広く対応すべく、戦略的ア

ライアンス及びM&Aの積極的推進により、事業領域の拡大を進めてお

ります。ポータル㈱は、大手電気メーカー及び大手機械メーカー数

十社を主要顧客とし、同社のサービス及び同社の持つ部品データ整

備ツール「BizContentsEngine (以下、BizConE)」は部品データの維

持、メンテナンス分野で競争力を有しております。よって同社の子

会社化により、当社サービスのデータマネジメント分野における顧

客の利便性向上と収益獲得機会の拡大が期待されます。このような

認識のもと、ポータル㈱を当社の完全子会社とすることを決定いた

しました。 

（2）株式交換の内容 

①当社は、ポータル㈱と商法第352条の規定に基づく株式交換を行

い、交換方法については商法第358条１項の規定に基づく「簡易株式

交換制度」を用いました。 

②株式交換の日 平成18年４月６日 

③株式の割当比率 

ポータル㈱の普通株式１株に対して当社の普通株式0.013株を割当交

付いたしました。 

④株式交換により交付する株式数 

普通株式 332.86株 

⑤株式交換交付金 

株式交換交付金の支払いはありません。 

（3）ポータル㈱の概要 

①設立年月 平成11年11月24日 

②本店所在地 東京都港区六本木二丁目２番６号 

③代表者 代表取締役社長 藤永 和也 

④資本金 100,000千円 

⑤事業内容 製造業向けデータコンサルティング、データベース検

索エンジン開発及び販売 

⑥売上高及び当期純利益(平成17年３月期) 

売上高   129,870千円 

当期純利益  15,816千円 

(子会社の設立) 

 当社は、平成19年3月26日開催の取締役会において、当社51%出資

による子会社を設立することを決議しました。 

（1）子会社設立の目的 

 当社は、製造業専門のコンサルティング会社として、業務改革グ

ランドデザインからシステム開発・導入、ソフトウェア開発・販売

まで、PLMソリューションサービスを提供しておりますが、現在、顧

客のニーズがデータクレンジングサービスやデータメンテナンスと

いったシステムの運用・保守領域まで拡大してきているため、当社

のサービスライン拡大のため、同サービス領域における専門メンバ

ーを迎え、共同出資にて子会社を設立するに至りました。 

 （2）子会社の概要 

①商号 ネクステックウェイブ㈱ 

②設立年月 平成19年4月2日 

③本店所在地 東京都港区港南二丁目16番1号 

④代表者名 首藤 晴美 

⑤資本金 20,000千円 

⑥大株主 

ネクステック㈱    51% 

首藤 晴美      29%  

⑦主な事業内容 データマネジメント、システム運用デザイン、デ

ータクレンジング 

⑧決算期 3月 

⑨当社との人的関係 

 取締役1名及び監査役1名はネクステック㈱役員が兼務いたしま

す。 

(子会社の設立) 

当社の連結子会社である金河科技有限公司（香港）は、平成19年4月

6日に90%出資による子会社を設立しました。 

（1）子会社設立の目的 

 当社は、開発リソースを安定確保し開発を内包化することで、コ

スト削減や開発スピードの加速化、ソリューションレベル向上を図

る目的で、中国企業と資本提携を行い、中国展開を本格化させまし

たが、現地のシステム開発会社と共同で合弁会社を設立し中国にお

ける当社グループのシステム開発機能を強化させることにいたしま

した。 

 （2）子会社の概要 

①商号 北京力思泰信息技術有限公司 

②設立年月 平成19年4月6日 

③本店所在地 Jiuxianqiao Road, Beijing, P.R.C(中国北京市) 

④代表者名 孫 国健 

⑤資本金 20万USドル 

⑥大株主 

金河科技有限公司 90% 

北京思特亦源技術開発有限公司 10%  

⑦主な事業内容 コンピュータソフトウェアの開発、設計、制作、

ネットワークシステムの開発、自社生産製品の販売及びアフターサ

ービスの提供、関連技術コンサルティング及び技術サービス 

⑧決算期 12月 

⑨当社との人的関係 

 なし 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (ポータル㈱との合併契約の締結) 

  当社は平成18年５月22日開催の取締役会で、平成18年６月30日付

で当社の連結子会社であるポータル㈱を吸収合併することを決議

し、同日付で合併契約を締結いたしました。 

（1）合併の目的 

①サービス面 

ポータル㈱の部品データ整備ツールBizConEを活用することによっ

て、データマネージメントサービス（部品の標準化、モジュール化

を中心とした部品情報整備コンサルティング）を従来の工数の1/2～

1/3に効率化できることが同社の子会社化における最大の利点でし

た。加えて吸収合併後は、当社の製造業向け基幹システムソフトウ

エア「SpeedPLMware.（以下、SPw.）」にBizConEの機能を取り入れ

てSPw.の製品力を強化し、SPw.の範疇外の機能やサービスについて

は当社の新たなサービスメニューとすることで顧客に対しより広範

なサービスを提供できます。 

②セールス・マーケティング面 

ポータル㈱の子会社化により、同社の製品を仕入販売可能になった

ことで新たな売上の獲得を見込んでおりましたが、今後は仕入・共

同提案などの中間プロセスが無くなり、かつ、対顧客窓口も一本化

されることで販売結果が素早くダイレクトに売上となるなど営業効

率が向上し、より大きな利益を見込めます。 

③財務面 

財務面においても、同社の繰越欠損金1,073百万円を吸収すること

で、営業キャッシュ・フローを451百万円改善させる効果が見込める

ことから、同社と合併することを決定いたしました。 

（2）合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）方式で、ポータル㈱は

解散いたします。 

（3）合併により発行する株式の種類及び数、増加すべき資本金 

当社はポータル㈱の発行済株式全てを所有しておりますので、合併

による新株式の発行、資本金の増加は行いません。 

（4）財産の引継ぎ 

当社はポータル㈱の平成18年３月31日現在の財産目録・貸借対照表

その他同日現在の計算を基礎とし、これに合併期日までの増減を加

減した資産、負債及び権利義務一切を合併期日において承継いたし

ました。 

（5）合併交付金 

合併交付金の支払いはありません。 

（子会社株式の売却） 

平成19年4月9日開催の取締役会において、当社子会社である㈱フォ

ー・リンク・システムズの株式の一部の譲渡契約を締結することを

決議しました。 

(1）譲渡の理由：業務提携を含めた連携強化の為 

(2）当該子会社の概要 

・商号  ：㈱フォー・リンク・システムズ 

・事業内容：3次元CADの教育コンサルティング、教育システム及び

コンテンツの開発、販売 

(3）譲渡の日程：平成19年4月12日 

(4）当該子会社株式の売却に関する内容 

①譲渡先：三菱UFJキャピタル㈱ 

②譲渡株数：1,200株 

          （発行済株式数（議決権総数）に対する割合 17.68％） 

③譲渡金額：156,000千円 

④売却後の持分比率：33.1％ 

⑤関係会社株式売却益：9,380千円 

（資金の借入） 

平成19年4月19日に、㈱りそな銀行より450,000千円の資金の借入(長

期借入金)を行っております。 

(1）利率：1.94％ 

(2）最終返済期限：平成24年2月29日 

(3）資金の使途：子会社向け増資資金 

（ストック・オプション） 

当社は平成19年６月26日開催の定時株主総会において、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社関係会社の

取締役、監査役、執行役員及び従業員に対し特に有利な条件をもっ

てストック・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決

定を当社取締役会に委任することを決議いたしました。 

なお、ストック・オプション制度の詳細は、「４ 提出会社の状

況 1．株式等の状況 (8）ストックオプション制度の内容」に記載し

ております。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

     該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

  

 （注）１．平均利率については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金(一年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおり

であります。 

(2）【その他】 

     該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 500,000 1,025,000 1.147 － 

一年以内に返済予定の長期借入金 272,192 244,092 1.343 － 

長期借入金(一年以内に返済予定のものを除く) 590,601 373,700 1.427 平成20年～平成23年

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,362,793 1,642,792 － － 

 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

 長期借入金 238,167 71,681 53,852 10,000 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金     730,721     166,245   

２．売掛金  ※２   721,306     1,143,930   

３．商品     10,000     －   

４．仕掛品     －     38,988   

５．貯蔵品     4,892     4,613   

６．前払費用     12,471     21,493   

７．繰延税金資産     29,768     －   

８．未収入金     －     55,430   

９．その他     46,530     2,903   

流動資産合計     1,555,691 56.1   1,433,605 39.9 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産               

（１）建物   70,935     110,177     

減価償却累計額   10,478 60,456   23,821 86,355   

（２）器具及び備品   48,816     66,069     

減価償却累計額   21,822 26,994   34,538 31,530   

有形固定資産合計     87,450 3.2   117,886 3.3 

２．無形固定資産               

（１）商標権     3,283     2,923   

（２）ソフトウェア     205,872     146,296   

（３）ソフトウェア 
仮勘定 

    320,118     284,558   

（４）その他     179     397   

無形固定資産合計     529,453 19.0   434,175 12.1 

３．投資その他の資産               

（１）投資有価証券     31,250     32,750   

（２）関係会社株式     464,000     914,000   

（３）長期前払費用     4,378     3,306   

（４）繰延税金資産     1,921     515,939   

（５）敷金保証金     98,870     140,179   

 (６）その他     1,575     －   

投資その他の資産合計     601,995 21.7   1,606,174 44.7 

固定資産合計     1,218,899 43.9   2,158,237 60.1 

資産合計     2,774,591 100.0   3,591,842 100.0 

      
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     185,658     142,919   

２．短期借入金      500,000     1,000,000   

３．１年内返済予定長期 
  借入金 

    208,000     228,000   

４．未払金     50,178     43,198   

５．未払費用     10,558     21,100   

６．未払法人税等     83,003     2,915   

７．未払消費税等     －     12,534   

８．前受金     55,191     10,982   

９．預り金     16,817     16,088   

10. 繰延税金負債      －     111,731   

11．その他     80     9,800   

流動負債合計     1,109,485 40.0   1,599,271 44.6 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金     482,000     344,000   

２．負ののれん      －     37,818   

 固定負債合計     482,000 17.4   381,818 10.6 

負債合計     1,591,485 57.4   1,981,089 55.2 

                

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   399,480 14.4   － － 

Ⅱ 資本剰余金               

１．資本準備金   447,580     －     

資本剰余金合計     447,580 16.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金               

１．当期未処分利益   336,045     －     

利益剰余金合計     336,045 12.1   － － 

Ⅳ 自己株式      － －   － － 

資本合計     1,183,105 42.6   － － 

負債資本合計     2,774,591 100.0   － － 

      
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     － －   402,790 11.2 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   －     844,996     

資本剰余金合計      － －   844,996 23.5 

３．利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     368,730     

利益剰余金合計      － －   368,730 10.3 

４．自己株式     － －   △5,763 △0.2 

株主資本合計      － －   1,610,753 44.8 

純資産合計      － －   1,610,753 44.8 

負債純資産合計      － －   3,591,842 100.0 

               



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 1,724,484 100.0 2,598,901 100.0 

Ⅱ 売上原価 878,400 50.9 1,337,363 51.5

売上総利益 846,084 49.1 1,261,538 48.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．販売促進費 47,819 47,924   

２．役員報酬 54,199 48,055   

３．給与手当 174,803 250,995   

４．法定福利費 19,310 29,749   

５．採用費 57,878 86,568   

６．事務用消耗品費 23,434 24,637   

７．賃借料 54,746 104,433   

８．減価償却費 12,364 22,918   

９．旅費交通費 33,256 42,345   

10．通信費 9,911 11,381   

11．業務委託費 82,195 41,468   

12．支払報酬手数料 13,549 17,825   

13．その他 60,891 644,361 37.4 97,878 826,181 31.8

営業利益 201,722 11.7 435,357 16.7

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  3 468   

２．印税収入  728 2,797   

３. 負ののれん償却   － 7,073   

４．その他  206 938 0.1 1,714 12,054 0.5

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  3,173 15,472   

２．新株発行費  807 －   

３．為替差損  1,069 －   

４．その他  23 5,073 0.3 788 16,260 0.6

経常利益  197,586 11.5 431,151 16.6

Ⅵ 特別利益  － － － － －

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※１ 251 －   

２．移転関連費  ※２  7,667 －   

３．ソフトウェア仮勘定  
    評価損  

 － 321,318   

４．その他    － 7,918 0.5 10,000 331,318 12.8

税引前当期純利益  189,667 11.0 99,833 3.8

法人税、住民税及び 
事業税 

 93,964 704   

法人税等調整額  △23,145 70,819 4.1 66,443 67,148 2.5

当期純利益  118,848 6.9 32,684 1.3

前期繰越利益  217,197 － 

当期未処分利益  336,045 － 

     



売上原価明細書 

（脚注） 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 労務費  362,411 31.9 493,099 31.3

Ⅱ 外注費  674,912 59.3 905,148 57.4

Ⅲ 経費 ※２ 100,385 8.8 178,806 11.3

当期総製造費用  1,137,709 100.0 1,577,054 100.0 

期首仕掛品たな卸高  14,857 － 

合計  1,152,566 1,577,054 

期末仕掛品たな卸高  － 38,988 

他勘定振替高 ※３ 330,957 281,430 

当期製品製造原価  821,609 1,256,635 

期首商品たな卸高  － 10,000 

当期商品仕入高  21,427 7,353 

合計  21,427 17,353 

期末商品たな卸高   10,000 － 

他勘定振替高 ※４  － 10,000 

    差引計  11,427 7,353 

ソフトウェア減価償却費  45,363 73,373 

売上原価  878,400 1,337,363 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．原価計算の方法は実際原価による個別原価計算によ

っております。 

１．同左 

※２．経費の内訳は次のとおりであります。 ※２．経費の内訳は次のとおりであります。 

  （千円） 

地代家賃 40,639 

減価償却費 14,940 

旅費交通費 23,687 

通信費 7,498 

その他 13,618 

計 100,385 

  （千円） 

地代家賃 67,872 

減価償却費 19,506 

旅費交通費 48,395 

通信費 11,350 

その他 31,681 

計 178,806 

   

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  （千円） 

ソフトウェア仮勘定 330,957 

※３．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

  （千円） 

ソフトウェア仮勘定 281,430 

※４．     ──────────── ※４．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

 
  （千円） 

商品評価損 10,000 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

株主資本等変動計算書 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   
前事業年度 

(株主総会承認日平成18年６月20日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  336,045

Ⅱ 次期繰越利益  336,045

   

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日 残高（千円） 399,480 447,580 336,045 － 1,183,105 1,183,105 

当事業年度中の変動額            

新株の発行 3,310 3,310 － － 6,620 6,620 

当期純利益 － － 32,684 － 32,684 32,684 

自己株式の取得 － － － △5,763 △5,763 △5,763 

株式交換 － 394,106 － － 394,106 394,106 

当事業年度中の変動額合計（千円） 3,310 397,416 32,684 △5,763 427,647 427,647 

平成19年３月31日 残高（千円） 402,790 844,996 368,730 △5,763 1,610,753 1,610,753 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

(1）子会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

・時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

(2）その他有価証券 

同左 

２．たな卸資産の評価基準 

及び評価方法 

(1）商品 

総平均法による原価法を採用しておりま

す。 

(1）商品 

同左 

  (2）仕掛品 

個別法による原価法を採用しております。 

(2）仕掛品 

同左 

  (3）貯蔵品 

最終仕入原価法を採用しております。 

(3）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の 

方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。なお、主な耐用

年数は以下のとおりであります。 

建物       ８～18年 

器具及び備品   ４～８年 

  (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

なお、市場販売目的のソフトウェアについ

ては、見込有効期間（3年）における見込販

売収益に基づく償却額と販売可能な残存有

効期間に基づく均等配分額を比較しいずれ

か大きい金額を計上しております。 

自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

  （3）長期前払費用 

均等償却によっております。 

なお、償却期間については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっておりま

す。 

（3）長期前払費用 

均等償却によっております。 

４．繰延資産の処理方法  (1) 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

（1)     ───────── 

  （2)     ───────── （2）株式交付費 

支出時に全額費用として処理しておりま

す。 

５．収益及び費用の計上基準  収益及び費用の計上は、原則として検収基準に

よっております。ただし、作業期間が６ヶ月超、

かつ、受注金額が５千万円以上で、収益及び費用

の見積りが可能なプロジェクトについては、進行

基準を採用しております。 

同左 

６．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 

  至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

(固定資産の減損に係る会計基準)           ─────── 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。 

  

          ───────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）  

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日)を適用しております。これまでの「資本の部」

の合計に相当する金額は1,610,753千円であります。な

お、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

          ───────  （企業結合に係る会計基準等） 

   当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」(企業会

計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する

会計基準」(企業会計基準第7号 平成17年12月27日)並び

に「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 最終改正平成

18年12月22日)を適用しております。 

          ───────  （繰延資産の会計基準に関する当面の取扱い）  

   当事業年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い」（実務対応報告第19号 平成18年8月11日）を適

用しております。 

 これに伴い、前事業年度において営業外費用の内訳とし

て表示しております「新株発行費」については「株式交

付費」（当事業年度は788千円）とし、営業外費用の総額

の100分の10以下となったため、営業外費用の「その他」

に含めて表示することにいたしました。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 （貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました「未収入金」(当期末

残高25,091千円)は、資産の総額の100分の１以下となっ

たため、流動資産の「その他」に含めて表示することに

しました。 

 （貸借対照表） 

 前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「未収入金」は、当期において資産の総額の100分の

１を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前期末の「未収入金」は25,091千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加は、端株の買取りによるものであります。 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数  

授権株式数     普通株式    52,800株 

発行済株式総数   普通株式    14,948株 

※１．    ──────────── 

※２．    ──────────── ※２．関係会社に対する資産・負債 

   各科目に含まれている関係会社に対するものは次 

   のとおりであります。 

売掛金            74,069千円 

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため銀行

４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 当座貸越限度額の総額 2,500,000 千円

 借入実行残高 500,000 千円 

 差引額 2,000,000 千円 

３．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため銀行 

４行と当座貸越契約を締結しております。これら契

約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のと

おりであります。 

 当座貸越限度額の総額 2,500,000 千円

 借入実行残高 1,000,000 千円 

 差引額 1,500,000 千円 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

器具及び備品             251千円 

※１．     ──────── 

  

※２．移転関連費の内訳は次のとおりであります。 

建物除却損            1,357千円 

器具及び備品除却損         163千円 

原状回復費用           2,800千円 

引越費用             1,804千円 

賃貸借契約解約損等        1,543千円 

※２．     ──────── 

  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 － 11.01 － 11.01 

合計 － 11.01 － 11.01 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（平成18年3月31日）及び当事業年度（平成19年3月31日）における子会社株式で時価のあるものは

ありません。 

（企業結合等関係） 

当事業年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

    （パーチェス法適用関係） 

    当事業年度における「企業結合会計（パーチェス法適用関係）」については、連結財務諸表における注記事項 

        として記載しておりますので、財務諸表における注記事項としては記載しておりません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 

（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 22,859 4,300 18,559

ソフトウェア  4,443 1,110 3,332

合計 27,302 5,411 21,891

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 

（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 44,345 11,029 33,316

ソフトウェア  45,169 39,702 5,466

合計 89,514 50,731 38,782

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内      4,746千円

１年超      17,951千円

合計       22,697千円

１年内 9,818千円

１年超 30,192千円

合計 40,010千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料      3,992千円

減価償却費相当額      3,764千円

支払利息相当額    825千円

支払リース料 15,029千円

減価償却費相当額 10,102千円

支払利息相当額 1,357千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  

（減損損失について） 

同左 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（流動資産）     

繰延税金資産     

未払事業税否認 7,436 千円 

未払事業所税否認 359 千円 

前受金 21,972 千円 

    計 29,768 千円 

評価性引当額 －   千円 

繰延税金資産小計 29,768 千円 

      

（固定資産）     

繰延税金資産     

一括償却資産限度超過額 1,921 千円 

    計 1,921  千円 

評価性引当額 －  千円 

繰延税金資産小計 1,921  千円 

繰延税金資産合計 31,689 千円 

繰延税金資産     

未払事業税否認 1,007 千円 

未払事業所税否認 1,175 千円 

商品評価損 4,069  千円 

仕掛品  128,308 千円 

貯蔵品  514 千円 

一括償却資産限度超過額 3,293 千円 

ソフトウェア仮勘定評価損  130,744  千円 

  繰越欠損金 438,128  千円 

繰延税金資産合計 707,241 千円 

繰延税金負債      

  売掛金 △303,034  千円 

繰延税金負債合計  △303,034  千円 

繰延税金資産の純額  404,207  千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

  (％) 

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.9 

情報通信機器の特別税額控除 △5.5 

その他 0.2 

税効果会計適用後の法人税の負担率 37.3 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主な項目別の内訳 

  (％) 

法定実効税率 40.7 

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目 27.2 

負ののれん償却額 △2.9 

寄付金の損金不算入額  1.1 

その他 1.2 

税効果会計適用後の法人税の負担率 67.3 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 79,148円09銭 

１株当たり当期純利益金額 8,151円46銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
7,662円20銭 

１株当たり純資産額 103,108円98銭 

１株当たり当期純利益金額 2,104円90銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
2,064円62銭 

  
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円） 118,848 32,684 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

（うち利益処分による役員賞与金） (―)  (―)  

 普通株式に係る当期純利益（千円） 118,848 32,684 

 期中平均株式数（株） 14,580 15,535 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額 （千円） ― ― 

（うち支払利息（税額相当額控除後）） （―） (―)  

 普通株式増加数（株） 931 303 

（うち新株予約権）  (931)  (303) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

平成17年６月29日定時株主総会決

議ストック・オプション(新株予約

権の数1,895個）普通株式1,895株 

ストック・オプション ６種類 

新株予約権の数    1,841個 

(普通株式      1,841株) 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(ポータル㈱との株式交換) 

当社は平成18年２月８日にポータル㈱を当社の完全子会社とする株式

交換契約を締結し、平成18年４月６日に株式交換を行いました。 

（1）株式交換の目的 

当社は大手製造業の顧客のニーズに幅広く対応すべく、戦略的アライ

アンス及びM&Aの積極的推進により、事業領域の拡大を進めておりま

す。ポータル㈱は、大手電気メーカー及び大手機械メーカー数十社を

主要顧客とし、同社のサービス及び同社の持つ部品データ整備ツール

「BizContentsEngine (以下、BizConE)」は部品データの維持、メンテ

ナンス分野で競争力を有しております。よって同社の子会社化によ

り、当社サービスのデータマネジメント分野における顧客の利便性向

上と収益獲得機会の拡大が期待されます。このような認識のもと、ポ

ータル㈱を当社の完全子会社とすることを決定いたしました。 

 （2）株式交換の内容 

①当社は、ポータル㈱と商法第352条の規定に基づく株式交換を行

い、交換方法については商法第358条１項の規定に基づく「簡易株

式交換制度」を用いました。 

②株式交換の日 平成18年４月６日 

③株式の割当比率 

ポータル㈱の普通株式１株に対して当社の普通株式0.013株を割当

交付いたしました。 

④株式交換により交付する株式数 

普通株式 332.86株 

⑤株式交換交付金 

株式交換交付金の支払いはありません。 

 （3）ポータル㈱の概要 

①設立年月 平成11年11月24日 

②本店所在地 東京都港区六本木二丁目２番６号 

③代表者 代表取締役社長 藤永 和也 

④資本金 100,000千円 

⑤事業内容 製造業向けデータコンサルティング、データベース検索

エンジン開発及び販売 

⑥売上高及び当期純利益(平成17年３月期) 

売上高   129,870千円 

当期純利益  15,816千円 

(子会社の設立) 

当社は、平成19年3月26日開催の取締役会において、当社51%出資によ

る子会社を設立することを決議しました。 

（1）子会社設立の目的 

当社は、製造業専門のコンサルティング会社として、業務改革グラン

ドデザインからシステム開発・導入、ソフトウェア開発・販売まで、

PLMソリューションサービスを提供しておりますが、現在、顧客のニー

ズがデータクレンジングサービスやデータメンテナンスといったシス

テムの運用・保守領域まで拡大してきているため、当社のサービスラ

イン拡大のため、同サービス領域における専門メンバーを迎え、共同

出資にて子会社を設立するに至りました。 

 （2）子会社の概要 

①商号 ネクステックウェイブ㈱ 

②設立年月 平成19年4月2日 

③本店所在地 東京都港区港南二丁目16番1号 

④代表者名 首藤 晴美 

⑤資本金 20,000千円 

⑥大株主 

ネクステック㈱    51% 

首藤 晴美      29%  

⑦主な事業内容 データマネジメント、システム運用デザイン、デー

タクレンジング 

⑧決算期 3月 

⑨当社との人的関係 

 取締役1名及び監査役1名はネクステック㈱役員が兼務いたしま

す。 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 (ポータル㈱との合併契約の締結) 

当社は平成18年５月22日開催の取締役会で、平成18年６月30日付で当

社の連結子会社であるポータル㈱を吸収合併することを決議し、同日

付で合併契約を締結いたしました。 

（1）合併の目的 

①サービス面 

ポータル㈱の部品データ整備ツールBizConEを活用することによって、

データマネージメントサービス（部品の標準化、モジュール化を中心

とした部品情報整備コンサルティング）を従来の工数の1/2～1/3に効

率化できることが同社の子会社化における最大の利点でした。加えて

吸収合併後は、当社の製造業向け基幹システムソフトウエア

「SpeedPLMware.（以下、SPw.）」にBizConEの機能を取り入れてSPw.

の製品力を強化し、SPw.の範疇外の機能やサービスについては当社の

新たなサービスメニューとすることで顧客に対しより広範なサービス

を提供できます。 

②セールス・マーケティング面 

ポータル㈱の子会社化により、同社の製品を仕入販売可能になったこ

とで新たな売上の獲得を見込んでおりましたが、今後は仕入・共同提

案などの中間プロセスが無くなり、かつ、対顧客窓口も一本化される

ことで販売結果が素早くダイレクトに売上となるなど営業効率が向上

し、より大きな利益を見込めます。 

③財務面 

財務面においても、同社の繰越欠損金1,073百万円を吸収することで、

営業キャッシュ・フローを451百万円改善させる効果が見込めることか

ら、同社と合併することを決定いたしました。 

（2）合併の方法 

当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）方式で、ポータル㈱は解

散いたします。 

（3）合併により発行する株式の種類及び数、増加すべき資本金 

当社はポータル㈱の発行済株式全てを所有しておりますので、合併に

よる新株式の発行、資本金の増加は行いません。 

（4）財産の引継ぎ 

当社はポータル㈱の平成18年３月31日現在の財産目録・貸借対照表そ

の他同日現在の計算を基礎とし、これに合併期日までの増減を加減し

た資産、負債及び権利義務一切を合併期日において承継いたしまし

た。 

（5）合併交付金 

合併交付金の支払いはありません。 

（子会社株式の売却） 

平成19年4月9日開催の取締役会において、当社子会社である㈱フォ

ー・リンク・システムズの株式の一部の譲渡契約を締結することを決

議しました。 

(1）譲渡の理由：業務提携を含めた連携強化の為 

(2）当該子会社の概要 

・商号  ：㈱フォー・リンク・システムズ 

・事業内容：3次元CADの教育コンサルティング、教育システム及びコ

ンテンツの開発、販売 

(3）譲渡の日程：平成19年4月12日 

(4）当該子会社株式の売却に関する内容 

①譲渡先：三菱UFJキャピタル㈱ 

②譲渡株数：1,200株 

    （発行済株式数（議決権総数）に対する割合 17.68％） 

③譲渡金額：156,000千円 

④売却後の持分比率：33.14％ 

⑤関係会社株式売却益：12,000千円 

（資金の借入） 

平成19年4月19日に、㈱りそな銀行より450,000千円の資金の借入(長

期借入金)を行っております。 

(1）利率：1.94％ 

(2）最終返済期限：平成24年2月29日 

(3）資金の使途：子会社向け増資資金 

（ストック・オプション） 

当社は平成19年６月26日開催の定時株主総会において、会社法第236

条、第238条及び第239条の規定に基づき、当社及び当社関係会社の取

締役、監査役、執行役員及び従業員に対し特に有利な条件をもってス

トック・オプションとして発行する新株予約権の募集事項の決定を当

社取締役会に委任することを決議いたしました。 

なお、ストック・オプション制度の詳細は、「４ 提出会社の状

況 1．株式等の状況 (8）ストックオプション制度の内容」に記載し

ております。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省

略しております。 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

    ①建物          オフィス拡張工事費          31,028千円 

    ②ソフトウェア仮勘定   市場販売目的ソフトウェアの開発費  285,758千円             

  

    ２．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。 

       ①ソフトウェア仮勘定   ソフトウェア仮勘定評価損計上     321,318千円 

【引当金明細表】 

      該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 70,935 39,242 － 110,177 23,821 13,342 86,355 

器具及び備品 48,816 17,252 － 66,069 34,538 12,715 31,530 

有形固定資産計 119,751 56,495 － 176,247 58,360 26,058 117,886 

無形固定資産               

 商標権 3,602 － － 3,602 678 360 2,923 

ソフトウェア 272,370 29,803 － 302,173 155,877 89,379 146,296 

ソフトウェア仮勘定 320,118 285,758 321,318 284,558 － － 284,558 

その他 179 218 － 397 － － 397 

無形固定資産計 596,269 315,780 321,318 590,730 156,555 89,739 434,175 

長期前払費用 5,361 － － 5,361 2,055 1,072 3,306 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産 

 （Ａ）現金及び預金 

（Ｂ）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

（Ｃ）仕掛品 

（Ｄ）貯蔵品 

（Ｅ）関係会社株式 

区分 金額（千円） 

現金 92 

預金   

普通預金 166,058 

別段預金 94 

小計 166,152 

合計 166,245 

相手先 金額（千円） 

矢崎総業㈱ 734,862 

日本信号㈱ 70,676 

㈱森精機製作所 63,000 

ネクステックシステムズ㈱ 45,360 

本田技研工業㈱ 38,850 

その他 191,181 

合計 1,143,930 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

721,306 3,105,255 2,682,631 1,143,930 70.1 109.6 

品目 金額（千円） 

プロフェッショナルサービス 38,988 

合計 38,988 

品目 金額（千円） 

書籍 2,161 

その他  2,452 

合計 4,613 

区分 金額（千円） 

ネクステックシステムズ㈱ 500,000 

㈱フォー・リンク・システムズ 414,000 

合計 914,000 



（Ｆ）繰延税金資産 

② 負債 

（Ａ）買掛金 

（Ｂ）短期借入金 

（Ｃ）１年内返済予定長期借入金 

（Ｄ）長期借入金 

(3）【その他】 

 特記事項はありません。 

内訳 金額（千円） 

一括償却資産限度超過額 3,293 

ソフトウェア仮勘定評価損 130,744 

繰越欠損金 381,901 

合計 515,939 

相手先 金額（千円） 

金河科技有限公司 32,500 

スカイライトコンサルティング㈱ 21,861 

㈱O2 18,648 

㈱大洋システムテクノロジー 17,745 

コベルコシステム㈱ 10,489 

その他 41,675 

合計 142,919 

相手先 金額（千円） 

㈱りそな銀行 600,000 

㈱三井住友銀行 200,000 

㈱みずほ銀行 100,000 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 100,000 

合計 1,000,000 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 168,000 

㈱三井住友銀行  40,000 

㈱りそな銀行 20,000 

合計 228,000 

相手先 金額（千円） 

㈱みずほ銀行 164,000 

㈱三井住友銀行 110,000 

㈱りそな銀行  70,000 

合計 344,000 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヶ月以内 

基準日 ３月 31日 

株券の種類 100株券、10株券、１株券 

剰余金の配当の基準日 
９月 30日 
３月 31日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴なう手数料 
1．喪失登録   １件につき10,500円  
2．喪失登録株券 １件につき  525円 

端株の買取り   

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 
電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他
のやむを得ない事由が生じたときは日本経済新聞に掲載して行う。 
公告掲載URL http://www.nextechcorp.com/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】  

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。  

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度(第６期)(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月21日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書 

 中間会計期間(第７期中間)(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月22日関東財務局長に提

出。 

(3）臨時報告書 

 平成18年４月14日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）に基づく臨時報告書であります。 

(4）臨時報告書 

 平成18年５月22日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の２（合併）に基づく臨時報告書であります。 

(5）臨時報告書 

 平成19年４月９日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月20日

ネクステック株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉田  純  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 昌敏  印 

  業務執行社員   公認会計士 内野 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクステ

ック株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネク

ステック株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社はポータル株式会社を平成18年４月６日付で株式交換により会社の子会社

とした。また、会社はポータル株式会社と平成18年５月22日付で合併契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月26日

ネクステック株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉田  純  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 昌敏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクステ

ック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネク

ステック株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成

している。 

２．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から

企業結合に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

３．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から

繰延資産の会計処理に関する当面の取扱いを適用しているため、当該取扱いにより連結財務諸表を作成してい

る。 

４．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度から

ストック・オプション等に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成してい

る。 

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、ネクステックウェイブ株式会社を平成19年４月２日付で設立

し、会社の子会社としている。 

６．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年４月12日付で子会社である株式会社フォー・リン

ク・システムズ株式の一部を譲渡している。 

７．重要な後発事象に記載されているとおり、会社の連結子会社である金河科技有限公司は、平成19年４月６日付で

北京力思泰信息技術有限公司を設立している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成18年６月20日

ネクステック株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉田  純  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 昌敏  印 

  業務執行社員   公認会計士 内野 雅一  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクステ

ック株式会社の平成17年4月１日から平成18年3月31日までの第6期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネクステ

ック株式会社の平成18年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社はポータル株式会社を平成18年4月6日付で株式交換により会社の子会

社とした。また、会社はポータル株式会社と平成18年5月22日付で合併契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 



独立監査人の監査報告書 

    平成19年６月26日

ネクステック株式会社     

  取締役会 御中   

  三優監査法人   

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉田  純  印 

  
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 小林 昌敏  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているネクステ

ック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第7期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ネクステ

ック株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績の状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準を適用しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

２．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から企業結合に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により財務諸表を作成している。 

３．会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は、当事業年度から繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

いを適用しているため、当該取扱いにより財務諸表を作成している。 

４．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、ネクステックウェイブ株式会社を平成19年４月２日付で設立

し、会社の子会社としている。 

５．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成19年４月12日付で子会社である株式会社フォー・リン

ク・システムズ株式の一部を譲渡している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途

保管しております。 
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